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はじめに 

このレポートは、 世紀に入り、新たに生起しつつあるグローバル・フィランソロ

ピーの動向を概観すると共に、この大きな流れに対応して、 助成財団が、どのよう

な形で自身のグラント・メイキング戦略を展開させようとしているかを把握するこ

とを目的としている。

グローバリゼーションの進展に伴い、国際社会はグローバルな課題の解決に向けて、

国際的な協力体制を強化しつつある。例えば、 年に国連総会で採択された国連

ミレニアム宣言は、貧困撲滅、普遍的な初等教育の達成、ジェンダー間の平等確保、

幼児死亡率引き下げ、妊産婦の健康状態の改善、 やマラリア他の疾病予防、

環境の持続可能性確保、開発のためのグローバル・パートナーシップの構築の８つ

の柱を設定し、それぞれの柱において、 年までに達成すべき目標を明記してい

る。この国連ミレニアム開発目標を達成するに当たっては、国連や世界銀行のよう

な国際開発機関、あるいは 加盟国政府の開発援助機関のみならず、民間営利セ

クターや非営利セクターの参加も期待されている。そこでは、もちろん、 助成財団

が国際グラント・メイキングを通じて積極的な役割を果たすことも求められている。

実際、米国の 助成財団は、このような国際社会の動きに積極的に対応している。例

えば、米国財団センターによれば 、 年における米国の主要助成財団の支援総額

億ドルのうち、 ％が国連ミレニアム目標の つの柱のどれかに関連したものと

なっている。この数字は、米国の主要助成財団が、自らのミッションの範囲内で、

可能な限り、国連ミレニアム目標の達成に向けて協力していこうという意志を表し

ていると言えるだろう。このように、現在、国際社会においては、国連などの国際

機関が、グローバルな課題と目標を設定し、これに向けて、国際機関、政府、企業、

助成財団、 などのアクターが、様々な形でパートナーシップを締結しながら協力

して解決に当たるという動きが一般化しつつあり、その中で、助成財団は、重要な

役割を果たすことが求められている。

その際、助成財団は、よりグローバルにインパクトのある支援を目指して、様々な

取り組みを進めている。詳細については、改めて紹介するが、例えば、米国財団評

議会と欧州財団センター他は、グローバルな領域における助成財団の活動促進とイ

                                                        
1 Foundation Center (2007)  
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ンパクト強化を目的に、グローバル・フィランソロピー・リーダーシップ・イニシ

ャチブを立ち上げ、助成財団の活動基盤整備や相互協力推進を図っている。また、

北カリフォルニア国際問題評議会は、 年より、毎年、国際社会の主要な財団や

フィランソロピストを招いてグローバル・フィランソロピー・フォーラムを開催し、

グローバルな課題解決のための協力について協議すると共に、国際的なフィランソ

ロピー・ネットワーク構築を目指している。国連も、国連パートナーシップ・オフ

ィスを立ち上げ、国連ミレニアム開発目標の実現に向けた企業、助成財団および市

民社会団体との協働を進めている。

助成財団の取り組みは、このような国際ネットワーク構築のみに留まらない。国連

ミレニアム開発目標に代表されるようなグローバルな課題は複雑で規模も大きいた

め、従来とは異なるアプローチを必要とする。具体的には、近年、急速に発展しつ

つあるクラウド・コンピューティングやモバイルなどの新しい技術は、グローバル

な課題解決に向けた取り組みを革新しつつある。さらに、近年、拡大を続けるマイ

クロ・ファイナンス、社会的企業、社会的インパクト投資などのマーケット・メカ

ニズムを活用した支援手法も、重要な役割を果たすようになってきた。こうした一

連の動きを踏まえ、助成財団は従来のグラント・メイキング戦略を修正し、このよ

うな新たな技術やアプローチを積極的に取り入れて、プログラムの革新に努めてい

る。例えば、ビル メリンダ・ゲーツ財団は、グローバル開発プログラムの一つの柱

として「貧困層向け金融サービス」開発プログラムを進めているが、このプログラ

ムでは、 財団の「銀行サービスにアクセスできない貧困層向けモバイル通貨提

供プロジェクト」のように、最新の技術とアプローチを組み合わせた革新的な事業

への支援を積極的に進めている。また、ロックフェラー財団は、近年、新たな資金

提供メカニズムとして脚光を浴びている社会的インパクト投資の促進を目的に、新

たに「インパクト投資パワー活用」プログラムを立ち上げ、社会的インパクト投資

の環境整備、研究促進、開発途上国における関連団体の育成に取り組んでいる。

このレポートは、以上のような、グローバル・フィランソロピーにおける新たな動

きと、これに対応する助成財団の取り組みを概観する。利用できる資料の制約もあ

り、主に米国の動向を中心に取り上げるが、必要に応じて、日本や欧州の動向につ

いても言及する。まず、第一章では、本レポートで使用する主要な概念について整

理する。続く第二章では、助成財団の一般的な動向を概観する。第三章では、助成

財団が行っている様々なプログラムのなかで、特に国際助成プログラムに焦点を当
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てて、その現状を概観する。第四章では、視野を広げて、国際開発協力分野を中心

としたグローバル・フィランソロピーにおける助成財団の位置づけと役割について

考察し、あわせて、現在、グローバル・フィランソロピーの領域において、急速に

発展しつつある様々なイノベーションを分析する。以上を踏まえた上で、第五章で

は、助成財団がインパクト拡大のために進めている、様々なグラント・メイキング

の戦略性向上に向けた取り組みを概観する。さらに、第六章では、助成財団のグロ

ーバル・フィランソロピー・コミュニティの拡大・強化に向けた取り組みについて

分析する。最後に、結論として、今後、日本の助成財団が進むべき方向性について

検討したい。

なお、本レポートは、現在、筆者がジョンズ・ホプキンス大学市民社会研究所で取

り組んでいる「フィランソロピーのフロンティア領域における日米比較研究」プロ

ジェクトと深く関わっている。本レポートの作成を通じ、筆者自身も、研究プロジ

ェクトの射程や領域を深めることが出来た。このような機会を与えて下さった笹川

平和財団、特に、レポートの執筆を強く勧めて下さった同財団の茶野順子常務理事

に深く感謝申し上げる。また、本レポート執筆に当たり、快く監修を引き受けて下

さったセゾン文化財団の片山正夫常務理事と江戸川大学の恵小百合教授、本レポー

トを含めて筆者の研究に、日々、的確なアドバイスと深い知見を与えてくれるジョ

ンズ・ホプキンス大学レスター・サラモン市民社会研究所長にも、大変お世話にな

った。心よりお礼申し上げる。これ以外にも、本レポートの作成に当たっては、

様々な方々の直接・間接のご支援を受けた。改めて、この場を借りてお礼申し上げ

る。本レポートが、日本の助成財団の国際助成活動の発展に少しでも貢献できれば

幸いである。
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第一章 主要概念について

本章では、このレポートで使用する主要な概念について整理する。従来、日本では、

寄附行為や助成財団、助成活動などの言葉が使用されてきたが、近年、日本でも、

フィランソロピーやグラント・メイキングという言葉が徐々に定着しつつある。フ

ィランソロピーと寄附、あるいはグラント・メイキングと助成活動は、同じ概念な

のであろうか、それとも異なるものなのだろうか。そもそも、こうした概念におい

て国際的に統一された基準は存在するのだろうか。第二章以下で具体的な日米欧の

比較に入る前に、本章において、基本的な概念の共通点と相違点を確認し、議論を

明確化しておくことにしたい。

１．フィランソロピー

「フィランソロピー」と言う言葉は、「人類に対する愛」を意味するギリシャ語を

起源とする。現在、米国において「フィランソロピー」は、広義には、様々な社会

的主体による財、サービス、労働等の無償の提供を指す言葉として用いられている。

具体的には、個人の寄付やボランティア活動、企業など営利団体の寄附や従業員ボ

ランティア、財やサービスの無償提供、従業員によるプロ・ボノ活動、財団や

などの非営利団体による助成活動や公益活動などが対象となる。日本語における

「寄附」「ボランティア」「助成」「企業の社会貢献」「企業メセナ」などを包括

した概念であると言うことが出来るだろう。残念ながら、この「フィランソロピー」

に該当する適切な日本語は、現在のところ見当たらない。「篤志活動」や「慈善事

業」などが訳語として当てられる場合があるが、「フィランソロピー」という言葉

の含意を十分に表しているとは言えないだろう 。このため、本レポートでは、日本

語として十分に定着していない点を踏まえた上で、「フィランソロピー」という言

葉をあえてそのまま使用することにしたい。

「グローバル・フィランソロピー」とは、グローバルな領域におけるフィランソロ

ピー活動を指す。一般的には、フィランソロピー活動として提供される財、サービ

ス、労働などが国境を越えて移動する場合に、これを「グローバル・フィランソロ

ピー」と呼ぶが、 地球規模の気候変動問題や国連ミレニアム目標に掲げられた諸課

                                                        
2 この点について、林雄二郎・山岡義典（1984）は、フィランソロピーという言葉に該当する日本語が

ないことの背景には、日本と欧米における「社会」意識の相違があるのではないかという興味深い指摘

を行っている。 
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題などグローバルな課題の解決に向けたフィランソロピー活動全般を「グローバ
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3 論者によっては、世界各国のフィランソロピー活動を総称して「グローバル・フィランソロピー」と

言うこともある。例えば、 参照。
4 詳細については、同研究所のウェブサイト参照：http://ccss.jhu.edu/research-projects/new-frontiers-
of-philanthropy  
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カニズムが発達していることにより、「助成財団」の定義は変化しつつある。以下、

まず日本、米国、欧州の主要団体における「助成財団」の定義を確認しておこう。

（１）日本：助成財団センターの定義

助成財団センターは、「助成型財団」を、「（１）個人や団体が行う研究や事業に

対する資金の提供、（２）学生、留学生等に対する奨学金の支給、（３）個人や団

体の優れた業績の表彰と賞金等の贈呈、の３つの領域において事業を行う団体」と

定義している。この定義では、新公益法人制度における一般財団法人や公益財団法

人以外に、特例民法法人（旧「財団法人」および「社団法人」）、一般社団法人、

公益社団法人、及び社会福祉法人等、制度上は財団法人以外の公益法人であっても

活動内容が同等なものは「助成型財団」に含められる。他方、特定非営利活動法人、

独立行政法人 旧特殊法人 、公益信託、企業（内部基金含む）等は「助成型財団」

から除外される。

（２）米国：グラント・メーカーズ地域協会フォーラムの定義

米国では、助成事業を一般にグラント・メイキングと呼んでいる。こうしたグラン

ト・メイキングを行っている財団の全国組織であるグラント・メーカーズ地域協会

フォーラムのウェブサイト によると、「グラント・メーカー」とは、「非営利団体

に対し、無償の資金供与（グラント）を行う個人または団体」を指し、「大規模な

全国レベルの企業寄附プログラムから、小規模の地域レベルの家族財団まで、その

規模や射程は多様である。」としている。その上で、「グラント・メイキング財団

（ ）」を「公共の福祉に寄与することを目的とした慈善活動を支援する

非営利団体」で 、「しばしば、個人、家族または企業によって提供された基本財産

を基礎に設立され」、「一般的には、基本財産の運用収入により助成を行う。」と

定義している。財団の類型としては、家族財団（ ）、独立財団

（ ）、企業財団（ ）、公的財団

（ 、コミュニティ財団（ ）があげられて

いる。

                                                        
5 助成財団センター（2012）参照。 
6 http://www.givingforum.org/s_forum/doc.asp?CID=25&DID=6158 から引用（2012 年 12 月 2 日現在） 



 8 

カニズムが発達していることにより、「助成財団」の定義は変化しつつある。以下、

まず日本、米国、欧州の主要団体における「助成財団」の定義を確認しておこう。

（１）日本：助成財団センターの定義

助成財団センターは、「助成型財団」を、「（１）個人や団体が行う研究や事業に

対する資金の提供、（２）学生、留学生等に対する奨学金の支給、（３）個人や団

体の優れた業績の表彰と賞金等の贈呈、の３つの領域において事業を行う団体」と

定義している。この定義では、新公益法人制度における一般財団法人や公益財団法

人以外に、特例民法法人（旧「財団法人」および「社団法人」）、一般社団法人、

公益社団法人、及び社会福祉法人等、制度上は財団法人以外の公益法人であっても

活動内容が同等なものは「助成型財団」に含められる。他方、特定非営利活動法人、

独立行政法人 旧特殊法人 、公益信託、企業（内部基金含む）等は「助成型財団」

から除外される。

（２）米国：グラント・メーカーズ地域協会フォーラムの定義

米国では、助成事業を一般にグラント・メイキングと呼んでいる。こうしたグラン

ト・メイキングを行っている財団の全国組織であるグラント・メーカーズ地域協会

フォーラムのウェブサイト によると、「グラント・メーカー」とは、「非営利団体

に対し、無償の資金供与（グラント）を行う個人または団体」を指し、「大規模な

全国レベルの企業寄附プログラムから、小規模の地域レベルの家族財団まで、その

規模や射程は多様である。」としている。その上で、「グラント・メイキング財団

（ ）」を「公共の福祉に寄与することを目的とした慈善活動を支援する

非営利団体」で 、「しばしば、個人、家族または企業によって提供された基本財産

を基礎に設立され」、「一般的には、基本財産の運用収入により助成を行う。」と

定義している。財団の類型としては、家族財団（ ）、独立財団

（ ）、企業財団（ ）、公的財団

（ 、コミュニティ財団（ ）があげられて

いる。

                                                        
5 助成財団センター（2012）参照。 
6 http://www.givingforum.org/s_forum/doc.asp?CID=25&DID=6158 から引用（2012 年 12 月 2 日現在） 
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この定義は、「グラント・メーカー」と「グラント・メイキング財団」を区別して

いる点に留意する必要がある。「グラント・メーカー」は、「グラント・メイキン

グ」という「機能」に着目した概念である。他方、「グラント・メイキング財団」

は、「財団」という「法人格」に着目した概念である。この定義では、「グラン

ト・メーカー」の方がより包括的で、「グラント・メイキング財団」はその一部を

構成するに過ぎず、これ以外にも多様なアクターが「グラント・メーカー」として

活動していることは留意しておいた方がよいだろう。例えば、米国歳入法 条（ ）

項の規定に基づいて米国歳入庁が認定する非営利団体のうち、事業財団

（ ）やその他の非営利団体が「グラント・メイキング」を行

っていれば、彼らは「グラント・メーカー」となるが、「グラント・メイキング財

団」には含まれないことになる。また、企業が社会的貢献活動の一環として直接グ

ラント・メイキングを行う場合にも、彼らは「グラント・メーカー」とみなされる

が、「グラント・メイキング財団」ではない。ドナー・アドバイズド・ファンドや

様々なトラスト・ファンドなど、独自の基本財産を持たず、一般からの寄附金など

に基づいて「グラント・メイキング」を行っている団体も同様である。グラント・

メーカーズ地域協会フォーラム自身は、門戸を「グラント・メイキング財団」のみ

に限定せず、グラント・メイキングを行っていれば、事業財団や、ドナー・アドバ

イズド・ファンド、各種基金等のその他の非営利団体も「グラント・メーカー」と

して加盟を認めている。

これを日本の助成財団センターの定義と比較するとどうなるだろうか。「グラン

ト・メーカー」という概念は、日本の助成財団センターの定義による「助成型財団」

と比較した場合、事業財団や信託基金、特定非営利活動法人や企業なども含めてい

る点で、より幅が広いと言えるだろう。他方、「グラント・メイキング財団」とい

う概念は、 必ずしも基本財産を持つ必要のない一般社団法人や事業の実施を基本目

的とする社会福祉法人等の団体を除外している点で、より限定的な定義となる。こ

のように、それぞれの言葉が内包する団体の種類が微妙に異なる点は留意しておく

必要があるだろう。

なお、米国歳入庁は、米国歳入法 条 項の規定に基づく非営利団体を、その

収入源が特定の個人・団体からの寄附によるものか、あるいは一般からの寄附によ

るものか、を判断基準として、私的財団（ ）と公的慈善団体

（ ）の つの類型に区分し、私的財団については、基本財産の時価
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総額の ％以上を毎年支出すること、投資収入に対して ％から ％の税を支払うこ

と、および基本的に米国歳入法 条（ ） 項に基づく非営利団体にのみ助成を行

うこと、などの制限を課している 。グラント・メーカーズ地域協会フォーラムが列

挙している財団類型のうち、私的財団に該当するのは、家族財団、企業財団、独立

財団である。このように、米国の「グラント・メイキング財団」は、歴史的な背景

により、その活動に一定の制約を課せられている点にも留意しておく必要がある 。

（３）欧州：欧州財団センターの定義

欧州財団センターによれば 、欧州において統一的な「財団」の定義は存在しない。

これは、欧州各国の言語、文化、法制および財政環境の相違を反映したものである。

同センターは、こうした多様性を踏まえた上で、公益目的のために活動している財

団の共通項として、以下の定義を提案している。

「公益財団とは、活動の基盤となる基本財産を有し、かつ公益目的の実現をその基

礎とする団体である。財団は会員や株主を持たず、独立して設置された非営利機関

である。財団は、環境、社会福祉、保健、教育、科学、調査、文化芸術などの領域

に焦点を当てて活動している。財団は、それぞれ、安定した基盤を持ち、事業を行

うに足る収入源を有する。この安定した収入源により、財団は、政府や企業などの

他団体と異なり、長期的な観点から業務を計画し、遂行することが出来る。」

この定義では、助成財団と事業財団の区別がなされていない。これは、欧州の財団

の実態が反映されたものである。欧州財団センターによると 、欧州では、グラン

ト・メイキングのみを行う財団がある一方、事業財団もあれば、グラント・メイキ

ングと事業の双方を行う財団もある。このように、欧州では、助成財団と事業財団

の区別が必ずしも明確ではなく、事業財団が、その事業の一環として助成を行うと

いうことが一般に行われている。むしろ、米国のようにグラント・メイキングだけ

                                                        
7 ibd. 
8 逆に、米国の私的財団は、以上のような制限をクリアしている限り、新公益法人制度下における日本

の助成財団と比べて、基本財産運用面でも事業実施面でも活動の自由度が高い。例えば、米国の私的財

団は、グラント・メイキングの対象領域を自由に変更することが出来る。また、基本財産の投資先につ

いても、それほど強い制約は存在しない。さらに、日本の新公益法人制度が求めているような収支相償

原則はなく、基本財産の運用収入やその他の利益を自由に基本財産に組み込むことができる。こうした

制度上の違いが、後で述べるような、米国私的財団の戦略的なグラント・メイキングや、基本財産の運

用を事業と連携させるプログラム関連投資、ミッション関連投資の活用をもたらしていることにも留意

する必要がある。 
9 http://www.efc.be/programmes_services/resources/Pages/Foundations-FAQ.aspx 参照 
10 ibd. 
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10 ibd. 
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に特化した財団は例外的である点に留意する必要がある。また、上記の定義におけ

る「財団」には、各国の法制度に応じて様々な法人格が含まれることにも注意する

必要がある 。

（４）支援形態の多様性

上記に加えて、助成財団の支援形態の多様性にも留意する必要がある。米国では、

助成財団の支援方法は、グラント形式の資金提供だけに限定されない。例えば、米

国財団センターは、助成財団の支援形態として、物品・機材提供、プロボノ・サポ

ート、プログラム関連投資、土地寄贈など､様々なタイプの支援のあり方をリストア

ップしている 。特に、近年は、ヴェンチャー・フィランソロピーのように、資金を

提供するだけではなく、助成先の経営をサポートしたり、キャパシティ・ビルディ

ングのためのコンサルティングやプロボノ・サポートを行ったりする支援も発展し

ている。また、社会的インパクト投資の発展に伴い、米国の助成財団は、助成のみ

ならず、プログラム関連投資やミッション関連投資といった支援形態に対する関心

も深めている。また、欧州の財団の多くは、助成事業と自主事業を組み合わせた事

業展開を行っている。助成財団について検討する際には、こうした支援形態の多様

性にも留意する必要がある。

（５）本レポートでの定義

このように、「助成財団」の定義は、日本、米国、欧州において、それぞれ異なっ

ており、共通した定義は存在しない。そもそも、各国・地域において、「助成財団」

と呼ばれる団体は多様な形態を取っている。例えば、日本で「助成財団」と言った

場合には、一般的には、基本財産を持ってその運用収入に基づいて助成を行う団体

が想定されるが、米国のコミュニティ財団では、特定の事業分野への支援を前提に
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ずしも基本財産の運用収入のみに依存しているわけではない。基本財産を持たず、
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11 欧州の財団の歴史的背景や法制度の相違については、例えば、Myra Bennett & Rosie Clay ed. (2001)
参照。なお、European Foundation Center (2006)は、欧州の財団の名称として、英国の Trust、オランダ

の Stichitig、フランスの Fondation、ドイツの Stiftung、スペインの Fudacion、スウェーデンの Stiftelse
などを挙げつつ、財団形態の多様性を論じている。 
12 http://fconline.foundationcenter.org/help/2tos.php 参照（2012 年 12 月 2 日現在） 
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ンソロピック・トラストのような団体も存在する。また、米国の家族財団の多くは

小規模で専門のプログラム・オフィサーがおらず、家族がボランティアとして運営

している場合が多い。このような団体は、「助成財団」という法人格を有している

が、実態的には個人フィランソロピー活動に限りなく近くなる。さらに、欧州のよ

うに、自主事業と助成事業を共に行っている団体も多数存在している。助成財団に

ついて議論する場合には、このような多様性を常に念頭に置いておく必要がある。

以上の点を踏まえ、本レポートでは、「助成財団」と言う言葉を、日本の助成財団

センターの定義する「助成型財団」を指す場合に限定して使用することにしたい。

他方、上に述べたような多様性に配慮し、これ以外の助成形態や法人格を含む包括

的な概念として、「助成団体」と言う言葉を使用する。「助成団体」には、「助成

財団」に加えて、基本財産を持たずに一般からの寄附金で助成を行う団体や、自主

事業と助成事業を共に行う団体、財団以外の非営利法人格を持っている団体、助成

金の提供のみならず多様な助成方法を採用している団体などが含まれる。なお、第

四章で分析するように、近年のグローバル・フィランソロピーの発展を担っている

のは、ドナー・アドバイズド・ファンド、国際 、資金仲介団体、オンライン寄附

プラットフォームなど、「助成財団」以外の「助成団体」である。彼らの活動によ

り、グローバル・フィランソロピーにおける資金調達メカニズムは大きく変化しつ

つある。第五章と第六章で詳細に分析するように、このようなグローバル・フィラ

ンソロピーにおける新たな資金調達メカニズムの発展は、グローバル・フィランソ

ロピーにコミットしている助成財団に大きな影響を与え、欧米の助成財団は、この

ような変化に積極的に対応すべく、グラント・メイキングの戦略性の向上とグロー

バル・フィランソロピー・コミュニティの発展に取り組んでいるのである。

表：日本の法人格に基づく「助成団体」と「助成財団」の比較

助成団体
助成財団 新公益法人（旧財団法人、旧社団法人）、社会福祉法人等

その他 特定非営利活動法人、公益信託 等

その他 政府・独立行政法人の助成プログラム、企業社会貢献プログラム等
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３．グラント・メイキングと助成

最後に、「グラント・メイキング」と「助成」の概念について、簡単に見ておくこ

とにしたい。

「助成」という言葉は、「助ける」と「成る」という二つの漢字から構成される。

このことからも明らかなように、「助成」という言葉には、資金提供を通じて他の

団体の活動を「助ける」ことが含意されている。これをより敷衍すれば、「助成活

動」とは、「非営利団体がその公益的な目的を達成するために必要とする資金の不

足分を助成財団が補填することで、その活動を助けることを目的とした活動であ

る」、と言うことが出来る。もちろん、助成財団は、助成先の選定に当たり、資金

の必要性、資金提供により達成される事業の成果や社会的インパクトなどを考慮し、

希少な資源を最大限に活用しようと努力していることは言うまでもない。この点に

おいて、「助成活動」と「慈善活動」は根本的に異なる。しかし、「助成」という

言葉が暗黙の内に含意する「資金不足を補うことで活動を助ける」という基本的な

発想が、助成事業の運用に与える実質的な影響は念頭に置いておく必要があるだろ

う。こうした「助成」という言葉が持つ暗黙の含意が、例えば、「資金が十分であ

れば支援の対象としない」、「支援される団体の活動目的そのものには踏み込まな

い」、「営利団体は支援の対象とせず、また、非営利団体においても、営利活動の

部分を厳しくチェックすると共に、支援対象となるプロジェクトの収支均衡を重視

する」、「運営管理費は支援対象としないか、あるいは支援対象となるプロジェク

トに関わるものに限定する」など、現在、日本の助成財団において広く共有されて

いる助成ルールの形成に影響を与えていると思われる。

これに対し、「グラント・メイキング」という言葉には、そのような「助ける」と

いう含意はない。「グラント」とは、対価を求めない資金提供であり、「メイキン

グ」はそのような活動を行うことを指すのみである。他方、欧米の助成財団の場合、

「グラント・メイキング」を行う前提としての、「ミッション」を非常に重要視す

る。どのようなグラント・プログラムであっても、そのガイドラインには、「ミッ

ション・ステイテトメント」が記載されている。この点が、欧米のグラント・メイ

キングの重要な特徴であると言えるだろう。例えば、フォード財団のミッションは、

「全世界における社会変革のフロンティア領域において活動しているビジョンを持

った指導者や組織を支援する」ことであり、このミッションを達成するために、
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「民主的価値の強化」「貧困と不正義の減少」「国際協力の促進」「人的能力の増

進」という４つの目的を掲げている。また、マッカーサー財団は、「より公正で、

豊かで、平和な世界の構築にコミットしている創造的な人々と効果的な諸機関を支

援する」ことをミッションとして掲げ、このミッションを達成するために、「人権

保護」「地球環境保全と国際安全保障の増進」「都市環境の改善」「科学技術が子

供達と社会に与える影響についての理解の深化」という４つの目的を掲げている。

このように、欧米の助成財団にとって、「グラント・メイキング」とは、その財団

の「ミッション」と諸目的を達成するためのツールなのである。そこでは、「支援

する団体が資金をどれだけ必要としているか」という点以上に、「グラント・メイ

キングにより、支援する団体がどれだけ自身のミッションの達成に寄与するか」と

いう点が重視される。ポイントとなるのは、「助けるかどうか」ではなく、「何が

達成されるか」である。そして、「達成度」を測る最大の指標は、新たな社会的価

値の創造とこれによる社会の変革である。

このような「グラント・メイキング」という発想から、欧米の助成財団は、第五章

で説明するように、ミッション達成のための「グラント・メイキング」の戦略性向

上に努めてきた。そこでは、インパクト拡大のためのロジック・モデルの策定を通

じた戦略性の向上から始まり、グラントを受け取る団体のキャパシティ・ビルディ

ングのために、積極的に支援団体にコミットしてインパクトの最大化を図るヴェン

チャー・フィランソロピーの手法や、セクターを超えた協働を組織しようとする触

媒型フィランソロピーなどが開発されてきている。また、日本の助成活動と異なり、

キャパシティ・ビルディング支援として、運営管理費への支援や、支援対象団体の

運営へのコミットメントが積極的に行われる。支援に当たっては、支援対象団体の

財務状況が精査され、プロジェクトを達成するために必要とされる財政基盤を持っ

ているかどうかという点が重要な判断基準となる。グラント・メイキングが終了し

た後のプロジェクトの持続可能性の確保という観点から、支援対象のプロジェクト

の収益性の確保が真剣に議論される。事業の評価に当たっては、提供された資金が

いかに当初計画に沿って適切に使用され、収支均衡が達成されたかという観点では

なく、どのような成果とインパクトが実現され、今後、どのような形で持続可能性

が確保され、さらに事業が発展していくかという観点が重視される。このような欧

米におけるグラント・メイキングの発展の背景には、「グラント・メイキング」を

「ミッション達成のツール」と考える欧米助成財団の基本的な哲学があることは念

頭に置いておく必要があるだろう。
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もちろん、日本の財団も、設立趣意書に財団のミッションを記載し、これに続く寄

附行為において目的と事業を明確化している。そして、このミッションと目的に基

づいて具体的な助成プログラムを設計している。この点を見る限り、形式的には、

欧米の財団と同じだと言えるかもしれない。しかし、具体的な事業の運用や戦略形

成において、上に述べたように、日本の「助成活動」と欧米の「グラント・メイキ

ング」には、まだ大きな相違が見られることは否定できないだろう。このような相

違には様々な歴史的、社会的、制度的要因が働いていることは言うまでもないが、

その根底には、「助成活動」と「グラント・メイキング」という言葉の相違が横た

わっていることは留意しておくべきだと思われる 。

本レポートの基本的な問題意識は、欧米助成財団が行っている「グラント・メイキ

ング」の戦略性向上やインパクト拡大に向けた取り組みを分析し、これをいかに日

本の助成財団の活動に取り込んでいくことが出来るかを考察することにある。日本

の助成財団が行っている助成活動の積極的意義を十分に認めた上で、これを「グラ

ント・メイキング」という視点から改めて見直してみたとき、「助成」の枠には収

まりきれない豊かな可能性が見えてくるのではないかというのが、本レポートの基

本的な視座である。このため、本レポートでは、助成団体の助成活動に対して、以

上のような積極的な意味づけを行う場合には「グラント・メイキング」という言葉

を使用することとしたい。

                                                        
13 この点について、林雄二郎・山岡義典（1984）が以下のような興味深い指摘を行っている。「私は

今まで、何回も欧米の財団のトップの人達と話をする機会を持ったが、そのたびに、ある種の感慨を持

つのである。（中略）ごく一般的な表現をすれば、社会的使命感に燃えているとでもいうようなことに

なるだろうか。あるいはさらに、財団活動をすることによって何らかの償いをしているとでも言ったよ

うな感覚を彼らは持っているのではなかろうか、と思うことが一再ならずあるのである。（中略）おも

しろいことに、同じようなケースでも、相手が日本人の場合には決して感じない独特の感覚である。」

助成財団の活動を含めた日本の市民社会の活動は、1980 年代に比べて飛躍的に発展しており、現在の

日本の財団において、このような指摘がどこまで妥当性を持つかは慎重に検討する必要があるが、ここ

で議論されている欧米の財団指導者が持つ「社会的使命感」は、まさにミッションを重視するグラン

ト・メイキングの特質を表していると思われる。 
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第二章 助成財団の現状

本章では、助成財団の現状について概観する。前章で見たとおり、「助成財団」や

「グラント・メイキング財団」、「グラント・メーカー」等の内実は多様であり、

また、各国においてそれぞれ異なっている。このため、これを統一した基準で比較

することは困難である。他方、それぞれの多様性の中で、助成財団は公益的な目的

に資するべく、様々な助成活動を行っている。これら助成財団の資産規模はどの程

度であり、助成の規模はどの程度だろうか。また、彼らの活動分野はどうなってい

るのだろうか。さらに、助成財団の活動は、各国・地域の寄附活動全体の中でどの

ような位置を占めているのだろうか。本章では、こうした点について、資料が充実

している米国を中心に見ていくことにしたい。

１．米国

（１）概要

米国財団センターによれば 、 年度における米国の助成財団の概要は以下の通

りとなっている。なお、同センターの統計では、助成財団を、独立財団、助成を行

っている事業財団、企業財団、コミュニティ財団の４類型に整理しているが、独立

財団には、前章のグラント・メーカーズ地域協会フォーラムの定義における家族財

団も含まれる点に留意する必要がある。（表１「各財団類型の一般的特徴」参照。）

表１ 各財団類型の一般的特徴

類型 特徴 資金源 意志決定者 審査基準 報告義務 
独立 
財団 

独立した組織と

し て 社 会、 教

育、宗教、その

他の慈善活動を

支援 

一般的には、個

人、家族、グル

ープなどの単一

の資金源からの

出資。基本財産

への寄附に対す

る税控除は限定

的。 

出資者または出

資者の家族、独

立した理事会や

評議委員会、出

資者の利益を代

表する銀行や信

託基金のオフィ

サーなど。 

広範な非公募助

成が認められる

が、助成対象を

限定した明確な

ガイドラインを

有する。約 4 分

の３の団体は、

助成対象を地域

に限定。 

一般閲覧に供す

る年次情報開示

（様式 990-PF)
を内国歳入庁に

提出。少数の財

団は、別途、年

次報告を公表。 

企業 
財団 

法的には独立し

ているが、出資

企業と密接な関

係を維持してい

る組織 

営利企業からの

出資及び毎年の

寄付。基本財産

が比較的小規模

の場合は企業か

らの毎年の寄付

を使い切る形態

多くは、出資企

業から派遣され

た役員からなる

理事会。但し、

理事会メンバー

には出資企業に

関わりのない個

助成は、企業活

動に関連した分

野や企業が営業

しているコミュ

ニティを対象と

す る 傾 向 に あ

る。通常、類似

同上 

                                                        
14 Foundation Center (2011), Foundation Yearbook 2011 Edition。 
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第二章 助成財団の現状
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14 Foundation Center (2011), Foundation Yearbook 2011 Edition。 
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を取るが、企業

収益が悪化した

場合に備えて大

規模な基本財産

を維持する形態

を取ることもあ

る。 

人も含まれる。

多国籍企業の場

合、現地企業役

員により意志決

定がなされる場

合もある。 

の独立財団と比

較し、助成数は

多く、助成額は

少ない。 

事業 
財団 

資源を調査研究

や直接的なサー

ビス提供に使用

している組織 

通常は、単一の

資金源からの出

資。一般からの

寄附金に対する

税控除を最大化

する法的ステイ

タスを有する。 

通常は、独立し

た理事会。 
助成事業を行う

場合でも、助成

数は少ない。助

成は、通常、財

団の自主プログ

ラムに直接関連

している分野。 

同上 

コ ミ ュ

ニ テ ィ

財団 

一般から提供さ

れ た 資 金に よ

り、特定のコミ

ュニティや地域

における社会、

教育、宗教、そ

の他の慈善目的

のために助成を

行う組織 

多数の寄附者か

ら の 寄 附 。 通

常、一般からの

寄附金に対する

税控除を最大化

する法的ステイ

タスを有する。 

コミュニティの

多様性を反映し

た理事会。 

助成は、通常、

地域コミュニテ

ィの非営利団体

に限定。 

一般閲覧に供す

る年次情報開示

（様式 990)を
内国歳入庁に提

出。多くの財団

は、助成ガイド

ラインと年次報

告を刊行。 

Foundation Center (2011)掲載図表に基づき作成 

財団数：

内訳は、独立財団 ％、助成を行っている事業財団 ％、企業財団 ％、コミュニテ

ィ財団 ％。統計で明らかなように、数としては、圧倒的に独立財団が多い。（グラ

フ１「類型別財団数」参照。）

資産総額： 億ドル

内訳は、独立財団 ％、コミュニティ財団 ％、事業財団 ％、企業財団 ％。資産

面でも独立財団の占める割合が大きい。他方、コミュニティ財団は、数の点では ％

と少ないが、資産面では ％の割合を占めており、コミュニティ財団の 団体あたり

の平均資産規模が、他の財団に比べて大きいことが伺える。（グラフ２「類型別財

団資産額」参照。）

助成総額： 億ドル

内訳は、独立財団 ％、企業財団 ％、コミュニティ財団 ％、事業財団 ％。助

成金額ベースでも、独立財団の占める割合が大きい。また、企業財団の助成総額の

割合が、財団数や資産規総額面での割合に比べて大きい点が目につく。これは、企

業財団の多くが、基本財産の運用収入のみならず、設立企業からの資金支援も得て
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助成事業を行っていることが主な原因であると考えられる。（グラフ３「類型別財

団助成額」参照。） 

グラフ１ 類型別財団数

グラフ２ 類型別財団資産額
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助成事業を行っていることが主な原因であると考えられる。（グラフ３「類型別財

団助成額」参照。） 

グラフ１ 類型別財団数

グラフ２ 類型別財団資産額
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グラフ３ 類型別財団助成額

（２）資産規模で見た各類型の特色

次に、各類型における、財団の資産規模について見てみよう。

独立財団

資産規模 億ドルを超える独立財団は、数量的には全体の ％を占めるに過ぎな

いが、資産総額は ％、助成総額は ％と、資産・助成額共に大きな割合を占

めている。逆に、資産規模 万ドル以下の独立財団は、数量的には全体の ％

を占めているにもかかわらず、資産総額はわずか ％、助成総額も ％を占め

るに過ぎない。このように、米国では少数の大型独立財団が資産、助成額の双方で

大きな割合を占めていることがわかる。

企業財団

企業財団の場合、資産規模 億ドルを超える財団は存在しない。資産規模 万

ドル以下の企業財団は、数量的には全体の ％、資産総額は ％、助成総額は

％となっており、独立財団同様、小規模企業財団の資産総額、助成総額の割合

は低い。但し、企業財団の場合、出資企業からの毎年の寄附が存在するため、独立

財団に比べると、助成総額の割合は、比較的高い。企業財団の主流となるのは、資

産規模 万ドルから 億 万ドルの規模の財団で、数量的には ％、資産

総額は ％、助成総額は ％となっている。
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コミュニティ財団

独立財団同様に、資産規模が 億ドルを超えるコミュニティ財団が存在する。こう

した大規模コミュニティ財団は、数量的には全体の ％を占めるに過ぎないが、資

産総額では ％、助成総額でも ％と、独立財団同様、資産・助成総額共に大

きな割合を占めている。日本と異なり、米国では、このような大規模コミュニティ

財団が発展していることが特徴としてあげられるだろう。なお、資産規模 万ド

ル以下のコミュニティ財団は、数量的には ％、資産総額は ％、助成総額は

％となっており、独立財団や企業財団に比べて、小規模コミュニティ財団の割合

は低い。

グラント・メイキングを行っている事業財団

企業財団同様、資産規模 億ドル以上の巨大財団は存在しない。資産規模 万

ドル以下の事業財団が ％、資産総額は ％、助成総額は ％となっており、

小規模の事業財団が比較的重要な役割を果たしている。これに対し、資産規模 億

万ドル以上の事業財団は、数量的には ％を占めるに過ぎないにもかかわら

ず、資産総額では ％を占めており、資産ベースでは、大きな割合を占めている

が、助成総額の割合は、 ％と比較的小さい。これは、小規模な事業財団の多くが、

助成事業を実施するに当たり、保有資産の運用収入のみに頼らず、一般からの寄付

金を募って助成事業に充当しているのに対し、資産規模の大きい財団ではそのよう

な動機付けが存在せず、保有資産の運用収入に依存していることによると考えられ

る。小規模な事業財団は、一般からの寄附を資産として計上せず、そのまま助成事

業として支出しているため、小規模な事業財団の資産総額が、資産規模 億 万

ドル以上の財団に比べて低くなっているのであろう。

（３）助成事業分野

米国財団センターによれば 、助成事業分野の内訳は、助成金額ベースで、教育

（ ％）、保健（ ％）、社会福祉（ ％）、公共政策･公益（ ％）、文化芸術

（ ％）、環境･動物保護（ ％）、国際関係（ ％）、科学技術（ ％）、宗教

（ ％）、社会科学（ ％）となっている。また、助成件数ベースでは、社会福祉

                                                        
15 Foundation Center (2011) Foundation Giving Trends 2011 Edition。なお、調査は、上位 1384 の規模

の大きい財団が行った 1 万ドル以上の助成を対象としている。これは、米国の全助成財団の全助成額の

ほぼ半数を網羅している（以下、同様。）。 
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助成事業を実施するに当たり、保有資産の運用収入のみに頼らず、一般からの寄付

金を募って助成事業に充当しているのに対し、資産規模の大きい財団ではそのよう

な動機付けが存在せず、保有資産の運用収入に依存していることによると考えられ

る。小規模な事業財団は、一般からの寄附を資産として計上せず、そのまま助成事

業として支出しているため、小規模な事業財団の資産総額が、資産規模 億 万

ドル以上の財団に比べて低くなっているのであろう。

（３）助成事業分野

米国財団センターによれば 、助成事業分野の内訳は、助成金額ベースで、教育

（ ％）、保健（ ％）、社会福祉（ ％）、公共政策･公益（ ％）、文化芸術

（ ％）、環境･動物保護（ ％）、国際関係（ ％）、科学技術（ ％）、宗教

（ ％）、社会科学（ ％）となっている。また、助成件数ベースでは、社会福祉

                                                        
15 Foundation Center (2011) Foundation Giving Trends 2011 Edition。なお、調査は、上位 1384 の規模

の大きい財団が行った 1 万ドル以上の助成を対象としている。これは、米国の全助成財団の全助成額の

ほぼ半数を網羅している（以下、同様。）。 
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（ ％）、教育（ ％）、文化芸術（ ％）、保健（ ％）、公共政策・公益

（ ％）、環境・動物保護（ ％）、宗教（ ％）、国際関係（ ％）、科学技術

（ ％）、社会科学（ ％）となっている（グラフ４「助成事業分野別内訳」参

照。）。特色としては、教育、保健、社会福祉分野の割合が大きいことがあげられ

る。米国の助成財団の多くが、このような公共サービス部門に積極的に関わってい

ることが読み取れる。

グラフ４ 助成事業分野別内訳

（４）中長期的トレンド

米国財団センターによれば 、 年以降、助成財団は、資産ベース、助成金額ベー

ス共に拡大を続けており、インフレ調整後でも、 年比で資産が 倍以上、助成金

額で 倍以上の伸びを示している。特に 年代の後半における米国経済の成長は多

くの億万長者を生み出し、新たな財団設立の原動力となった。その代表が 年に

設立されたビル＆メリンダ・ゲーツ財団だと言えるだろう。しかし、 年の金融

危機による助成財団への影響は深刻で、 年から 年にかけ、助成財団の総資

産は ％減少した。但し、多くの助成財団が、資産減少による助成額の減少を最

小限に抑えるために資産を取り崩して助成に当てるなどの措置を取ったため、同じ

時期の助成額はほぼ横ばいとなっている（グラフ５「助成財団の資産と助成額の推

移」参照。）。

                                                        
16 Foundation Center (2011) Foundation Yearbook 2011 edition 
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財団数も、 年代から 年代にかけて着実に増加してきたが 、 年以降、増

加率は減少傾向にある。米国財団センターの統計 によると、 年度には、前年

比で、独立財団数が ％減、企業財団数が ％減、助成を行っている事業財団数

が ％増（但し、 年度から 年度にかけては ％減）、コミュニティ財団

数が ％減となっており、財団数は減少に転じた。これが、 年の金融危機と

その後の経済不況に起因する短期的なトレンドなのか、それとも助成財団を巡る環

境変化に伴う中長期的なトレンドとなるのか、注目する必要があるだろう 。

グラフ５ 助成財団の資産と助成額の推移（ 〜 年、インフレ調整後）

（５）寄附総額に占める助成財団の割合

最後に、米国の寄附総額に占める助成財団の助成総額の割合について見ておこう。

財団の調査 によると、 年度における米国の寄附総額の中で、助成

                                                        
17 Elizabeth T. Boris (2010) によると、1980 年代の財団設立数は年平均 398 件、1990 年代の財団設立

数は年平均 882 件となっている。1990 年代の米国では、財団設立ブームが起きていたことが分かる。 
18 The Foundation Center (2012) Number of Grantmaking Foundations, 1975 to 2010 
19 この点について、Mathew Bishop & Michael Green (2008) は、「フィランソロキャピタリズム

（Philanthrocapitalism）」という新たな概念に基づき、ビジネスの手法を取り入れた新たなフィランソ

ロピー手法の登場を分析した上で、「伝統的な助成財団のグラント・メイキング手法の歴史的意義は終

わった」という議論を展開している。この議論の妥当性については異論がありうると思われるが、20
世紀初頭のアメリカにおいて、重化学工業を中心とする新興資本主義の担い手により、進歩主義を思想

的な背景として形成された「助成財団」モデルが、20 世紀末に同じくアメリカにおいて、インターネ

ットやコンピューターなどの情報産業を中心とする新興資本主義の担い手（マイクロ・ソフト社を創設

したビル・ゲイツ氏はその代表的存在である）により、歴史的な修正を受けつつあるという点では、的

を得た議論であると思われる。21 世紀に入り、20 世紀型の「助成財団」モデルがどのように進化して

いくのか、あるいは他のフィランソロピー・モデルにより淘汰されて歴史的意義を終えるのかは、今後、

真剣に検討される必要があるだろう。 
20 The Foundation Center (2011) Foundation Yearbook Edition 2011 
21 Giving USA Foundation (2012)。なお、Giving USA 財団の統計には、企業財団による助成は含まれて

いないため、財団の寄附総額は、米国財団センターの統計資料と異なった数字となっている。 
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財団数も、 年代から 年代にかけて着実に増加してきたが 、 年以降、増
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財団の助成が占める割合は ％にすぎず、その割合は必ずしも大きくない（グラ

フ６「米国の寄附内訳」参照。）。

グラフ６ 米国の寄附内訳

この点を、さらに米国の非営利団体の総収入における寄附割合の観点から見てみよ

う。アーバン・インスティチュートの調査によれば 、 年度における非営利団

体の収入源の内訳は、民間からのサービス収入と物品寄贈が ％、政府からのサ

ービス収入と物品寄贈が ％、民間寄附 ％、政府補助金 ％、投資利息

％、その他 ％となっている（グラフ７「米国の非営利団体の収入源内訳」参

照。） 。米国の非営利団体は、その収入の約 分の を、事業収入に依存しており、

民間寄附は、個人、企業、財団をあわせても収入全体の ％に過ぎない。民間寄

附における助成財団の助成金の割合は、上に見たように ％であるから、単純に

計算すれば、助成財団の助成額が米国非営利団の収入に占める割合は、わずか

％にすぎないことになる。この点は、助成財団の助成事業の役割を考える上で、

留意しておくべきだろう。助成財団の助成が、米国の非営利団体の全収入において

占める割合は極めて限定的である。この点も、助成財団が助成を行う際、助成のイ

                                                        
22 Urban Institute (2012) 
23 なお、日米の非営利団体の比較を行う場合には、米国の「非営利団体」と日本の「NPO 法人」の概

念が異なる点に留意しておく必要がある。米国の「非営利団体」は内国歳入法 501 条 C3 項の規定に基

づいて認定された団体であり、学校法人、医療法人、社会福祉法人、公益法人などの多様な法人が含ま

れる。これに対し、日本の「NPO 法人」は、特定非営利活動法人法により認証された NPO 法人のみを

指す。米国の非営利法人収入の半分近くを民間からのサービス収入と物品寄贈が占めているのは、学校

法人の授業料や、医療法人、社会福祉法人の事業収入による点が大きい。 
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ンパクトを最大化するために、戦略的なグラント・メイキングを行おうとする動機

付けの一つとなっている点に留意する必要がある。

グラフ７ 米国の非営利団体の収入源内訳

但し、 財団 によれば、寄附総額に占める財団寄附の割合は 〜

の ％から、 〜 の ％と倍増しており、助成財団が、助成金額の拡大に取

り組んでいることにも留意する必要がある（グラフ８「米国の寄附内訳の推移」参

照。）。

                                                        
24 ibd. 
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グラフ８ 米国の寄附内訳の推移

２ 欧州

欧州における財団活動について定期的に調査している報告書は、残念ながら見つけ

ることが出来なかった。また、第一章で指摘したように、欧州には、助成財団につ

いての統一した定義は存在していない。このため、日本や米国と同じような形で、

財団活動について概観することは困難である。今後、欧州財団センターのような団

体が米国財団センターのような形で定期的に報告を出すようになることを期待した

い。

（１）欧州委員会委託調査報告

これを踏まえた上で、欧州における財団の位置づけを探るための手がかりとして、

欧州委員会がハイデルベルグ大学社会的投資センターとマックス・プランク国際比

較私法研究所に委託して、 年に作成・公開した「欧州財団法の実現可能性に関

する調査」 の結果を見ておこう。本調査は、「欧州財団法」導入を検討するための

基礎資料とするために、欧州委員会が委託して作成したもので、現時点で、欧州の

財団の概要を知る上で最も包括的な資料である 。

                                                        
25 CSI, Max Planck Institute and University of Heidelberg (2009) 
26 これ以外の資料としては、European Foundation Center (2008)も有益である。 



 26 

報告書では、 欧州域内における「財団」の共通定義が存在しないため、調査結果は

あくまでも暫定的なものであるとした上で、以下のような結果を公表している。

・ カ国において約 万の財団が活動している。（但し、事業型財団も含

めた数字。以下、同様。）

・ ％以上が、 年代以降に設立された。

・ 推定される総資産は 兆ユーロ

・ 推定される総支出額は 億ユーロ

・ 年代より、欧州の財団セクターは急速に拡大している。近年の発展は

めざましく、 加盟国の全財団の ％から ％は、過去 年の間に設立

された。

・ 財団の活動分野としては、教育・研究（ ％）、社会福祉サービス（ ％）、

保健（ ％）、文化芸術他となっている 。

・ 近年、財団に関連した法律（財団法、税法、チャリティ団体法など）の整備

が各国で進められている。これには、オーストリア、ベルギー、英国、フラ

ンス、ドイツ、イタリア、オランダ、スコットランド、ウェールズ、スペイ

ン及びほぼすべての中・東欧諸国が含まれる。

上記の財団のうち、助成財団がどの程度の割合を占めるかが明らかではないため、

単純な比較は困難であるが、米国の助成財団数 、資産総額 億ドル、助

成総額 億ドルという数字と比較した場合、欧州においても、米国ほどではな

いにせよ、一定規模の助成財団セクターが存在するだろうと推察される。

なお、上記の調査結果の公表とあわせて、欧州委員会は 年 月から 月まで

ヶ月間、欧州財団法（ ）に関するパブリッ

ク・コメントを受け付けた。この結果に基づき、欧州委員会は、 年 月、欧州

財団法案を提案した。提案の内容は、欧州域内の公益目的財団が、欧州財団法が定

める公益要件を満たし、欧州域内の カ国以上で活動し、かつ、少なくとも

ユーロの資産を有していれば、これに「欧州財団」法人格を認定しようというもの

である。「欧州財団」法人格が認められれば、従来、各国でばらばらの取り扱いと

なっていた、国境を越えた財団活動に関する扱いが統一されるため、欧州域内にお
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ける国境を越えた財団活動の活発化が期待される。法案は、現在、欧州閣僚会議と

欧州議会で検討されている 。

このように、欧州においても、 年代以降、財団活動が活発化し、また、これを制

度的に促進しようという動きが見られる。これは、欧州財団による国際助成活動分

野においても当てはまる。例えば、 （ ）はザルツブルク・セミナ

ーに提出した論文において、欧州が 世紀のグローバル・コミュニティにおいて積

極的な役割を果たしていくためには、 や各国政府機関のみならず、欧州の助成財

団の参加が不可欠であり、そのためには欧州の助成財団の協働を促進し、助成イン

パクトを最大化するための基盤整備が必要だと論じている。第 章以下で改めて分

析するように、こうした提言を踏まえて、欧州においても、グローバル・フィラン

ソロピー強化の動きが進められている点に留意すべきだろう。

（２）英国のグラント・メイキングの現状

英国のグラント・メイキングについては、チャリティ・エイド財団と英国チャリテ

ィ財団協会が 年に「英国の信託基金と非営利団体によるグラント・メイキング」

という報告書を発表している 。この報告書は、グラント・メイキングを行っている

団体として、「非営利信託基金及び財団」、「コミュニティ財団」、「グラント・

メイキングを行っている非営利団体」の 類型と、非営利団体ではないがボランタ

リー・セクターやコミュニティに対するグラント・メイキングを行っている

を対象にしたものである。

報告書によれば、英国における上位 の基金および財団の 年から 年に

おける総収入は 億 万ポンド、総支出は 億 万ポンド、総資産は

億 万ポンドとなっている。これは、 年から 年のデータと比較して、そ

れぞれ、総収入で 倍、総支出で 倍、総資産で 倍と、高い伸びを示し

ている。また、助成先団体としては、ソーシャル・ケア（ ％）、保健（ ％）、

教育（ ％）、文化芸術（ ％）、環境（ ％）、国際関係（ ％）、信仰（ ％）、

その他（ ％）となっている。英国の場合は 他の欧州諸国と比較して助成財団が発

                                                        
27 欧州財団法の詳細については欧州委員会のウェブサイトを参照。
http://ec.europa.eu/internal_market/company/eufoundation/index_en.htm  
28 CAF and ACF (2007) 
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達しており、規模は小さいが、米国の助成財団と比較的類似した傾向を示している

と言えるだろう。

３ 日本

日本の助成財団の現状については、助成財団センターが、毎年、定期的に「日本の

助成財団の現状」を発表している。 年度の報告 によると、日本の助成財団の

年度における現状は以下の通りである。

・ 助成財団数は約 団体

・ 総資産は 兆 億円（助成財団センターの調査に回答した 財団に日

本財団と を加えた数字。）。

・ 財団規模としては、 億円から 億円の資産規模を持つ財団が最も多く、

全体の ％を占める。資産規模 億円未満の財団は、数量的には ％、総

資産額では全体の ％を占めている。米国の同規模の財団（資産規模

万ドル未満）に比べると、数量的な割合が小さく、日本の財団の規模は、米

国に比べると比較的中規模のものが多いと言えるだろう。 億円以上の資

産を持つ財団は、数量的には全体の ％を占めるに過ぎないが、資産額では

全体の ％を占めている。しかし、米国のような資産規模 億ドル以上の

大規模財団は存在しない。

・ 助成総額は約 億円（助成財団センターの調査に回答した 財団の

総計に日本財団と の助成額を加えた数字。）。年間助成額が 万円

未満の財団数が全体の ％を占めており、助成規模は比較的小さい。

・ 長期的なトレンドとしては、 年代を通じて財団設立数が増加したが、

年をピークに新規財団の設立は大幅に減少し、 年以降、財団数はほ

ぼ横ばいとなっている（グラフ９「 年から 年までの年次別財団設

立数推移」参照）。また、低金利政策の影響により、助成事業費も 年を

ピークに減少している。この点は、 年代から 年代にかけて財団数、

総資産額、助成総額ともに大きく拡大してきた米国や欧州と対照的な状況で

ある。なお、助成財団センターによれば、各財団は出損元企業からフロー資

金の注入を受けたり、運用財産の一部を取り崩したりしながら事業費を補填

                                                        
29 助成財団センター（2011） 
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達しており、規模は小さいが、米国の助成財団と比較的類似した傾向を示している
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する努力を続けており、何とか事業規模を維持しようとしているとのことで

ある（グラフ 「過去 年間データありの 財団推移」参照）。

・ 助成事業分野としては、プログラム数ベースで、教育（ ％）、科学･技

術（ ％）、医療･保健（ ％）、福祉（ ％）、文化･芸術

（ ％）、人文･社会（ ％）、環境（ ％）、国際（ ％）、公共

（ ％）、その他（ ％）、不特定（ ％）となっている。あくまでも

プログラム数の割合であるため、米国財団との単純な比較は困難であるが、

米国の財団に比べ、科学技術分野に対する支援の比率が大きい点に特徴があ

ると言えるだろう。

・ 日本の財団は、米国の財団に比べ、資産規模、助成金額共に、大きな差があ

る。米国助成財団の総資産額、総助成額は、日本の 倍以上となっている

（表２「日米上位 財団の資産総額比較」および表３「日米上位 財団の

年間助成額比較」をそれぞれ参照）

・ 法制面では、 年に新しい公益法人制度が施行され、従来の財団法人及

び社団法人は、新制度施行後 年以内に一般法人か公益法人かのいずれかに

移行しなければならないことになっている。

なお、助成財団以外の助成団体として、日本では、公益信託の存在も大きい。信託

協会（ ）によれば、 年 月末現在の公益信託の受託件数は 件、受託残

高は 億円となっている。その対象は、日本の助成財団同様、奨学金支給、自然

科学研究助成、教育振興などが中心で、国際協力・国際交流促進、社会福祉、芸

術・文化振興、環境保護などの割合は低い。
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グラフ９ 年から 年までの年次別財団設立数推移
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グラフ９ 年から 年までの年次別財団設立数推移
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グラフ 過去 年間データありの 財団推移
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表２ 日米上位 財団の資産総額の比較
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表２ 日米上位 財団の資産総額の比較
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表３ 日米上位 財団の年間助成額の比較
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第三章 助成財団の国際助成事業の現状

本章では、助成財団の国際助成事業の現状について概観する。比較的まとまった資

料が利用可能な米国と英国の財団を対象として取り上げる。

１ 米国助成財団の国際助成事業の現状

米国財団センターによれば 、 年度に、米国の助成財団が、国際関係、開発協

力、平和・安全保障などの国際分野において行った助成総額は約 億ドルであ

る。助成財団の助成全体に占める割合は、助成金額ベースで ％、助成件数ベース

で ％となっている。 年の割合が助成金額ベースで ％、助成件数ベースで

％であることを考慮すると、助成件数ベースではそれほど変化していないが、助

成金額ベースでは大きく伸びていると言えるだろう（グラフ 「国際助成の推移」

参照。）。国際助成の特徴は、一件あたりの支援金額が大きいことである。全分野

では平均支援額が 万ドルであるのに対し、国際助成分野では平均支援額が 万

ドルと突出している。

グラフ 国際助成の推移

国際助成に対する支援の内訳は、助成金額ベースで、開発＆災害救援（ ％）、人

権（ ％）、平和・安全保障･軍縮（ ％）、国際交流（ ％）、民主化・市民社会

                                                        
30 Foundation Center (2011) Foundation Giving Trends 2011 edition. なお、調査は、上位 1384 の規模の

大きい財団が行った 1 万ドル以上の助成を対象としている。これは、米国の全助成財団の全助成額のほ

ぼ半数を網羅している。 
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（ ％）、米国外交政策（ ％）、外交政策･運営･情報共有（ ％）となっており、開

発＆災害救援支援が全体の約４分の３を占めている（グラフ 「国際助成の分野別

内訳」参照。）。国際関係に支援している主な財団は、ビル＆メリンダ･ゲーツ財団、

フォード財団、スーザン･トンプソン･ビュッフェ財団、ターナー･グローバル財団、

オミディヤ・ネットワークなどである。上位 財団で、国際助成全体の ％を占

めており、さらにビル メリンダ･ゲーツ財団はその半分以上に当たる ％を占め

ている。国際関係分野での大型財団の独占傾向、特にゲーツ財団の突出ぶりが目に

つく。

グラフ 国際助成の分野別内訳

国際助成事業の資金の受け手という観点から見ると、助成金額ベースで、国内団体

が ％（ 億ドル）、海外団体のうち、米国に拠点を持つ団体が ％

（ 億ドル）、米国に拠点を持たない海外団体が ％（ 億ドル）となって

いる。海外団体への支援は、米国に拠点を持つ団体をあわせても助成全体の ％

（ 億ドル）しかなく、国際助成事業の多くは、米国の国内団体への支援が中心

となっていることがわかる（グラフ 「国際助成の助成受け入れ団体別内訳」参

照。）。
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グラフ 国際助成の助成受け入れ団体別内訳

国内団体への助成事業が対象としている地域別内訳を見ると、グローバル・プログ

ラムが全体の ％、開発途上地域全般を対象としているプログラムが ％と、

この二つで全体の半数以上を占めている。なお、上記の２つのプログラム以外では、

サブ・サハラ・アフリカ対象プログラム ％、アジア太平洋対象プログラム

％、ラテン・アメリカプログラム ％などとなっている。また、米国財団の国

際助成を受けている海外団体の所在地を見ると、西欧 ％、アジア太平洋 ％、

サブ・サハラ・アフリカ ％、ラテン・アメリカ ％、北アフリカ・中東 ％、

カナダ ％、東欧・ロシア・新興独立国 ％、カリブ海諸国 ％となっており、

助成対象団体の半分以上が西欧やカナダなどの先進国を拠点とする非営利団体であ

ることがわかる。

これらのデータを見る限り、米国助成財団の国際助成事業は、米国、カナダ、西欧

の非営利団体への資金提供を中心とし、グローバルな課題解決に向けたプログラム

や開発途上国支援一般を目的としたプログラムに比重を置いていると言えるだろう。

逆に言えば、開発途上国に拠点を持つ ・中間団体に対する直接支援や、特定の

国・地域を対象としたプログラムの優先度は低いことがわかる。
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なお、 （ ）は、冷戦終了以降から 年

代初頭にかけてのアメリカの財団の国際助成の動向を分析し、アメリカの財団が、

ポスト冷戦後の国際社会の変化に即して助成の対象分野をよりグローバルな課題に

シフトさせつつ、国際助成の件数と助成金額を増加させたことを指摘している。そ

の上で、彼らは、新たに採用された国際助成プログラム戦略として、以下をあげて

いる。

 グローバルな課題に対処するためのセクターを超えた協働の強化

 グラント・メイキング戦略の向上とグラント・メイキング手法の革新等を通

じた国際助成フォーカスの明確化

 海外 に対する直接助成の強化。また、このためのインター・メディアリ

ー団体の活用強化。

また、国際助成財団に求められている役割として、以下をあげている。

 意志決定に時間がかかる国際機関や政府開発機関に先駆けて行動を起こす

「迅速な反応者（ ）」

 他のドナーや国際機関が手をつけていない国際的な課題をいち早く認識し、

これに取り組むと共に問題の重要性を発信することで、他のドナーや国際機

関の関与を促す「アジェンダ設定者（ ）」

 国際的な課題に対応するためのシンクタンク、ネットワーク、インター・メ

ディアリー団体等の設立や発展を支える「機関設立者（

）」

 問題解決のための新たな事業の開発やイノベーションの促進を担う「社会起

業家（ ）」

彼らの分析は、 年から 年までに限定されているが、以上の傾向は、

年以降の米国助成財団の国際助成活動についても基本的には当てはまると思われる。

むしろ、この傾向は、さらに強化・洗練されてきていると言えるだろう。詳細につ

いては、第五章以下で改めて分析するが、このような米国の国際助成プログラムの



 38 

発展は、日本の助成財団の国際プログラムの今後を考える上で、有益な示唆を与え

てくれると思われる 。

２ 英国助成財団の国際助成事業の現状

では、米国以外の助成財団の国際助成の現状はどうであろうか。英国については、

財団が 年にまとめた報告書「グローバル・グラント・メイキング：英

国財団の国際開発資金援助報告」 がまとまった資料として参考になる。報告書の概

要は以下の通りである。

・ 英国の財団が国際開発分野に支出している資金は、年間およそ 億 万

ポンド。 年度に国際開発分野で 万ポンド以上の支援を行っている

財団の数は 。この 財団が行っている助成総額に占める国際開発支援分

野への助成額の割合は ％。また、英国の全助成財団の助成総額に占める

割合は ％。

・ 英 国 財 団 の 国 際 助 成 総 額 は 、 英 国 開 発 庁

の年間 支援額の約半分に当たる。但し、英

国開発庁の支援は二国間直接支援方式による現地 の直接支援が中心で、

英国の国際 を通じた間接支援は少ない。英国開発庁が 年度に英

国の国際 を通じて行った支援額は 億 万ポンドである。これに対

し、英国財団の支援 億 万ポンドの多くは国際 を通じた支援であ

る。英国の財団支援が、英国の国際 の活動に大きな役割を果たしている

ことが分かる。

・ 国際開発支援の対象地域としては、アフリカ（ ％）、アジア（ ％）、南

北アメリカ（ 、太平洋（ ％）、ヨーロッパ（ ％）、開発途上地域一

般・グローバル（ ％）となっている 。さらにこれをサブ地域ごとに見る

と、東アフリカ（ ％）、南アジア（ ％）、南アフリカ（ ％）、西アフ

リカ（ ％）などに対する関心が高い。やはり、旧宗主国として、歴史的に

関係の深いコモンウェルス国家への支援比率が大きいことが伺える。（グラ

フ 「サブ地域別財団数の割合」参照。）。米国財団の国際助成がグロー

                                                        
31 20 世紀における米国助成財団の国際助成プログラムの成果と今後の課題を包括的に分析した資料と

しては、例えば、J. E. Spero(2010)参照。 
32 Nuffield Foundation (2012)。なお、この報告における「財団」は、非営利信託基金と財団の双方を含

む。 
33 数字は、対象地域に対して助成を行っている／助成を考えていると回答した財団数の割合。 
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般・グローバル（ ％）となっている 。さらにこれをサブ地域ごとに見る

と、東アフリカ（ ％）、南アジア（ ％）、南アフリカ（ ％）、西アフ

リカ（ ％）などに対する関心が高い。やはり、旧宗主国として、歴史的に

関係の深いコモンウェルス国家への支援比率が大きいことが伺える。（グラ

フ 「サブ地域別財団数の割合」参照。）。米国財団の国際助成がグロー

                                                        
31 20 世紀における米国助成財団の国際助成プログラムの成果と今後の課題を包括的に分析した資料と

しては、例えば、J. E. Spero(2010)参照。 
32 Nuffield Foundation (2012)。なお、この報告における「財団」は、非営利信託基金と財団の双方を含

む。 
33 数字は、対象地域に対して助成を行っている／助成を考えていると回答した財団数の割合。 
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バルなプログラムや開発途上国一般向けのプログラムを指向しているのに対

し、英国財団の国際助成は、コモンウェルス国家を中心とした特定国・地域

向けのプログラムを指向しているということができるだろう。

・ 事業分野は、保健（ ％）、教育（ ％）、社会福祉（ ％）、持続可能な

経済開発／農業開発（ ％）、水道・電気等のインフラストラクチャー整備

（ ％）、フィランソロピー・市民社会＆キャパシティ・ビルディング

（ ％）、環境保護（ ％）等となっている。（グラフ 「分野別財団数の

割合」参照。）やはり、米国財団の国際助成同様、開発分野の比率が高いと

言えるだろう。

グラフ サブ地域別財団数の割合
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グラフ 分野別財団数の割合
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第四章 グローバル・フィランソロピーの展開

以上、米国と英国の助成財団の国際助成事業を概観してきた。では、こうした助成

財団の国際助成事業は、現在の国際開発協力全体の中でどのような位置を占めてい

るのだろうか。国際開発協力のための資金は、主として、「民間投資」、「 資

金」、及び「助成財団の助成を含めた国際的な寄附＝グローバル・フィランソロピ

ー」の３つからなる。本章では、まず、こうした全体的な資金の流れの中で、助成

財団の助成が、どの程度の割合を占めているかを概観する。次いで、助成財団の国

際助成事業以外のグローバル・フィランソロピーの近年の多様な発展を概観する。

さらに、近年、急速に発展しつつある社会的インパクト投資などの新たな支援形態

を取り上げ、その現状と展望について見てみることにしたい。国際開発協力分野に

おける支援形態は、近年、新たな発展を遂げつつある。助成財団の国際助成活動は、

このような動向を抜きにして考えることは出来ない。本章の最後では、このような

新たな動向の中で、助成財団が、今後、進むべき方向性について考えてみたい。

１．国際開発協力に占める助成財団の位置

ハドソン研究所の調査報告「グローバル・フィランソロピーと国際資金移動インデ

ックス 」 は、 年度における 加盟諸国から開発途上国に流れた資金総

額を 億ドルと推計している。内訳は、民間投資 億、 資金 億ドル、

海外送金 億ドル、フィランソロピーによる寄附 億ドルである。なお、フィ

ランソロピーによる寄附には、助成財団の国際助成のみならず、一般の寄附も含ま

れる。また、海外送金には、移民や出稼ぎ労働者の本国への送金が含まれる。フィ

ランソロピーによる寄付 億ドルは、 資金 億ドルの ％となっており、

かなりの金額がグローバル・フィランソロピーとして 加盟国から開発途上国に

流れていることが分かる（グラフ 「 加盟諸国から開発途上国への資金の流れ

の推移 」参照）。以下、各国の現状を見てみよう。

                                                        
34 Hudson Institute (2012) 
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グラフ 加盟諸国から開発途上国への資金の流れの推移

（１）米国

ハドソン研究所の調査によると、米国の場合、民間投資 ％（ 億ドル）、海外

送金 ％（ 億ドル）、フィランソロピー ％（ 億ドル）、 資金 ％（

億ドル）という内訳である。米国の は世界最大規模であるが、この金額よりも

フィランソロピー金額の方が大きい点は注目して良いだろう。米国フィランソロピ

ーの影響力の大きさがわかる。但し、この米国フィランソロピーにおける財団の役

割は小さく、助成財団による国際助成額は寄附全体の ％（ 億ドル）を占めるに

過ぎない 。フィランソロピーの中で大きな割合を占めるのは、民間非営利団体

（ ％）、企業（ ％）、宗教団体（ ％）などである。また、 資金と比べても、

財団による国際助成額は の ％に過ぎない。米国のように、巨大な財団が国

際的な支援を積極的に行っている国であっても、助成財団の資金規模は 資金よ

りもはるかに小さく、また、グローバル・フィランソロピー全体に占める割合も小

                                                        
35 但し、この数字は、米国助成財団の海外への直接的な国際助成額だけを対象としている点に注意す

べきだろう。前章で見たとおり、国内団体への支援額も含めた米国助成財団の 2009 年度における国際

助成額は、221.4 億ドルである。米国の民間非営利団体による助成の多くは、こうした米国助成財団の

国際助成資金が間接的に使用されていると思われる。米国助成財団の国際助成の役割を考える際には、

この点についても留意する必要がある。 
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さいことに留意する必要がある。（表４「米国から開発途上国への資金移転内訳」

参照。）

表４ 米国から開発途上国への資金移転内訳

（２）英国

では、英国はどうであろうか。ハドソン研究所は、米国以外の国の内訳を公表して

いないが、一つの目安として、 財団の報告書 が参考になる。報告書によ

ると、 年度の英国の 総額が 億ポンド。これに対し、国際協力分野に

対する民間寄付金総額は 億ポンド、英国助成財団の国際助成額は 億 万ポ

ンドとなっている。英国の場合は、米国と異なり、 が寄付金を上回っており、寄

附金の規模はそれほど大きくない。また、英国助成財団の国際助成額は、 民間寄附

全体の ％、 の ％である。米国と比較した場合、 財団の国際助成額は、

民間寄附に占める割合は比較的大きいが、 総額に比べればはるかに低い金額であ

ることがわかる。

                                                        
36 Nuffield Foundation (2012) 
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（３）日本

大阪大学 研究情報センターの山内直人教授他の報告 によると、 年度にお

ける日本の開発途上国への資金移転総額は 億ドル。内訳は、 ％（

億ドル）、民間寄附 ％（ 億ドル）、海外送金 ％（ 億ドル）、民間

投資 ％（ 億ドル）となっている。民間寄附の内訳は、財団 ％（ 億

ドル）、 ％（ 億ドル）、企業 ％（ 億ドル）、ボランティア

％（ 億ドル）である。日本の財団の国際助成額は、 総額の ％に過

ぎない。米国と比較した場合、寄附総額に占める割合も、対 比も圧倒的に低い

ことが分かる。また、英国と比べても、対 比の割合は明らかに低い。

山内教授の調査は、ハドソン研究所の調査手法に準じているが、調査対象に大学や

宗教団体の活動が含まれておらず、また企業の海外寄附についてはより包括的な調

査が必要であるなど、調査の精度が異なるため、単純に比較することは出来ない。

しかし、英国や米国と比べて、民間財団の国際助成の位置が日本ではきわめて低い

ことは明らかだろう。（表５「日本から開発途上国への資金移転内訳」参照。）

表５ 日本から開発途上国への資金移転内訳

                                                        
37 山内直人他（2012） 



 44 

（３）日本

大阪大学 研究情報センターの山内直人教授他の報告 によると、 年度にお

ける日本の開発途上国への資金移転総額は 億ドル。内訳は、 ％（

億ドル）、民間寄附 ％（ 億ドル）、海外送金 ％（ 億ドル）、民間

投資 ％（ 億ドル）となっている。民間寄附の内訳は、財団 ％（ 億

ドル）、 ％（ 億ドル）、企業 ％（ 億ドル）、ボランティア

％（ 億ドル）である。日本の財団の国際助成額は、 総額の ％に過

ぎない。米国と比較した場合、寄附総額に占める割合も、対 比も圧倒的に低い

ことが分かる。また、英国と比べても、対 比の割合は明らかに低い。

山内教授の調査は、ハドソン研究所の調査手法に準じているが、調査対象に大学や

宗教団体の活動が含まれておらず、また企業の海外寄附についてはより包括的な調

査が必要であるなど、調査の精度が異なるため、単純に比較することは出来ない。

しかし、英国や米国と比べて、民間財団の国際助成の位置が日本ではきわめて低い

ことは明らかだろう。（表５「日本から開発途上国への資金移転内訳」参照。）

表５ 日本から開発途上国への資金移転内訳

                                                        
37 山内直人他（2012） 
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２ グローバル・フィラソロピーの多様なプラットフォーム

以上、見てきたように、グローバル・フィランソロピーと呼ばれる、国際的な民間

寄附は、 や民間投資と比べても、かなりの規模を持っていることがわかる。また、

助成財団の国際助成に比べても遜色のないレベルで資金を調達していることが読み

取れる。では、このような国際民間寄附は、どのような形で調達され、どのような

形で開発途上国に送金されるのだろうか。近年、米国においては、このようなグロ

ーバル・フィランソロピー資金を調達・送金する多様なプラットフォームが発展し

てきており、これが、グローバル・フィランソロピーの拡大の重要な要因となって

いると考えられる。 が 年に発表した報告

書「グローバル・ギビング：世界を変革する」 は、これら国際民間寄附の多様なプ

ラットフォームを簡潔に整理しており、議論の参考になると思われるので紹介して

おきたい 。

報告書は、まず、グローバル・フィランソロピーを「国境に関わりなく民間フィラ

ンソロピー・リソースを投資することを指す。しばしば、それは世界の貧困や社会

的不正の問題に対応する戦略的投資を指している。これらのフィランソロピー投資

は、保健、教育、環境、人間の安全保障、人権など、貧困と社会的不正に関わる一

群の相互に関連した問題に焦点を当てる。このような投資は、米国の団体も支援す

るが、近年は、他国の に対する国際支援が増加している。」と定義する。その

上で、報告書は、「近年、寄附者のグローバルな関心に対応し、グローバルな寄附

を促進するための新しいインフラストラクチャーが整備されてきた。」として、多

様な寄附メカニズムを紹介している。以下、簡単に同報告書の記述に沿って、米国

における国際寄附のための多様なプラットフォームの事例を見ておこう。

海外プログラムを展開している米国

米国における国際寄附の最も一般的なプラットフォームは、海外プログラムを展開

している米国の国際 である。米国の国際 は、自身の海外プログラムを実施

する資金を調達するため、米国民に対して、多様な寄附を募っている。寄附は、国

                                                        
38 The Philanthropic Initiative, Inc. (2010)  
39  本レポートでは非営利団体のみを取り上げるが、グローバル・フィランソロピーの領域では、社会

的インパクト投資プラットフォームや寄付コンサルティング・サービスなどのビジネス・ベースのイン

ター・メディアリー団体も多数存在する。これらについては、例えば、New Philanthropy Capital (2008)
参照。 
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際 の海外プログラムに対する一般的な寄附の場合もあれば、特定のイシューに

関する募金キャンペーンに対する特別な寄附という場合もある。

（例）米国赤十字

資金仲介団体（ ）

近年は、米国内で寄附金を募り、集めた寄附金を海外の に再分配する資金仲介

団体が新たなプラットフォームとして発展しつつある。資金仲介団体は、国際

と異なり、自身が直接海外でプログラムを展開するのではなく、パートナーとなる

海外の現地 に資金を仲介する役割に特化している点に特徴がある。これらの資

金仲介団体は、子供、環境、マイクロ・ファイナンスなどの特定の課題に応じて設

立される場合もあれば、アフリカや南アジアなど、特定の国・地域への支援を目的

に設立される場合もある。

（例）子供のためのグローバル基金（ ）

海外 の資金調達団体（“Friends of” ）

海外の非営利団体が、米国内で資金を調達するために設立した米国非営利法人も、

国際寄附のプラットフォームとして、過去 年間に急速に発達している。現在、米

国内でおよそ 団体が資金調達のために活動を展開している。基本的には、海外

の大学、病院、文化芸術団体などが、これら資金調達団体の母体である。

（例）東大友の会（ ）

ドナー・アドバイズド・ファンド

ドナー・アドバイズド・ファンドは、非営利団体の寄付金受け入れ方法の一つであ

る。通常、米国の非営利団体は、一般的な寄附口座や特定の目的を達成するための

特定基金口座を開設し、この口座を通じて一般からの寄附を受け付ける。これに対

し、ドナー・アドバイズド・ファンドは、寄付者が個人の口座を開設し、この口座

に一定額以上の資金を寄附して、寄附金やその運用収益を指定した第三者の非営利

団体に助成することができるという仕組みである。一般的な寄付口座や特定基金口

                                                        
40 ドナー・アドバイズド・ファンドの現状については、例えば、National Philanthropic Trust (2012) 参
照。 
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40 ドナー・アドバイズド・ファンドの現状については、例えば、National Philanthropic Trust (2012) 参
照。 
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座の場合、寄附金の使途の決定は基本的に非営利団体が行うのに対し、ドナー・ア

ドバイズド・ファンドの場合、非営利団体自身は寄附金の使途の決定には関与せず、
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プロジェクトを検索し、好きな額を寄附することが出来る。近年は、開発途上国の

社会的企業家に対して投資するマイクロ・インベストメント・プラットフォームも

登場している。少額から寄付できるという手軽さが特色である。

（例）グローバル・ギビング

コミュニティ財団（ ）
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国へのフィラソロピー活動を始めたために、この受け皿としてコミュニティ財団が

活用されるようになった。災害時の緊急支援のみならず、貧困・教育・環境などの

様々な分野でコミュニティ財団を通じた海外支援が行われている。例えば、サンフ

ランシスコに拠点を持つシリコン・ヴァレー・コミュニティ財団は、 年度に

件、総額 万ドル以上の海外助成を行っている。

（例）シリコン・ヴァレー・コミュニティ財団

このように、米国内では、海外寄附に関わる複雑な送金手続きや免税手続きに煩わ

されることなく、気軽に海外に寄附することが出来る多様なプラットフォームが整

備されつつある。このうち、ドナー・アドバイズド・ファンドやオンライン寄附プ

ラットフォームは、それぞれ、独自に海外 とのパートナーシップを形成し、こ

れら海外のパートナー に対する寄付を米国内で募集している。寄付金募集にあた

っては、それぞれの海外パートナー の適正評価（ ）を厳正に行い、

この結果をデータベース化し、オンライン上で寄附者に提供する。データベースの

おかげで、寄附者は、自分がサポートしたい分野や地域をキーワード検索して候補

となる を選定し、さらにそれぞれの の財務状況や過去のプロジェクトの成

果などをチェックした上で、最終的に自分が支援する を決定することが出来る。

プラットフォームによる事前の適正評価は の信頼性を高め、また情報が共通の

フォーマットでデータベース化されることで、寄附者が自分の支援したい を探

す時間やコストが大幅に短縮される。これにより、寄附者が、支援したい をゼ

ロから自分で探して直接支援するよりも、プラットフォームを通じた方が、寄附の

「取引費用」がはるかに縮減されることになる。さらに、それぞれのプラットフォ

ームは、 が行っているプロジェクトの進捗状況や成果をウェブサイト上で公開す

ることで、プロジェクトのアカウンタビリティを確保するよう努めている。これに

より、寄附者は、自分の寄附のインパクトを簡単に確認することができる。これは、

寄附者の継続的なコミットメントを確保する上で重要な役割を果たしている。最後

に、オンライン寄附プラットフォームの導入により、オンライン決済で少額の寄付

を幅広く受け入れることが可能となったため、国際寄附を行う寄附者層が大幅に拡

大されたことも無視できないだろう。

このように、現在、米国で発展している国際寄附プラットフォームは、単純に寄附

者から寄付を募るだけではなく、専門的な助成財団が行っているような の適正
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評価やプロジェクトのモニタリングなどのサービスを寄附者に提供しつつ、オンラ

インでの少額寄附から、ドナー・アドバイズド・ファンドを通じた高額の寄附まで、

多様なオプションを提供することで、寄附の維持と拡大に努めていると言えるだろ

う。米国における国際寄附の発展は、グローバルな問題に対する一般の関心が高ま

ったためだけではなく、このような多様なプラットフォームが、寄附者の利便性に

配慮し、ニーズに即した多様なサービスを提供することで、「国際寄附市場」の拡

大に努めてきた結果に負うところが大きいのである。その背景には、ドナー・アド

バイズド・ファンドを法制化し、民間ビジネスの参入を認めた立法当局の側面支援

や、ユーザー・フレンドリーなプラットフォームの開発に要する巨額の資金を支援

した助成財団の努力などがあることも忘れてはならないだろう。

３．新たな支援形態の登場

以上、助成財団を含めた国際的な寄附プラットフォームの発展を見てきた。こうし

たグローバル・フィランソロピーが支援する対象は、基本的には、非営利団体であ

る。確かに、非営利団体は、開発途上国における貧困削減、環境保護、ジェンダー

間の平等確保など、様々な問題の解決に当たり、大きな役割を果たしてきた。他方、

近年は、こうした非営利団体だけではなく、グローバルな課題の解決のために、ビ

ジネスの手法を取り入れて活動を行っている社会的企業や社会的インパクト投資機

関など、非営利団体と同じ領域で活動する営利団体が、新たな担い手として登場し

てきている。

このような例の一つとして、貧困層の経済的自立を支援するために発展してきたマ

イクロ・ファイナンスがあげられるだろう。 年に先駆者の一人であるグラミン

銀行創設者ムハマド・ユヌス氏がノーベル平和賞を受賞したこともあり、近年、脚

光を浴びているマイクロ・ファイナンスの支援手法は、寄附ではなく、ローンや投

資という形態である。近年は、これに加えて、保険、貯蓄など多様な金融サービス

を発展させつつある。これらの支援手法は、利子や手数料を含めたリターンを求め

る点で、無償の寄附とは異なる。マイクロ・ファイナンスは、近年、急速に成長し

ており、マイクロ・ファイナンス・インフォーメーション・エクスチェンジの報告

によれば 、 年において、全世界のマイクロ・ファイナンス機関は 、資産

総額は 億ドル、平均貸出額は ドル、借り手数は 万人となっている。

                                                        
41 Microfinance Information Exchange (2009) 
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また、 年から 年の間に、借り手数は毎年平均 ％、融資額は毎年平均

％と高い伸びを示している。マイクロ・ファイナンスに関しては、マイクロ・

ファイナンス・インフォーメーション・エクスチェンジ（ が、 という

データベースを立ち上げ、全世界のマイクロ・ファイナンス団体の情報をオンライ

ン上で提供している。このようなインフラが整備されることにより、今後、マイク

ロ・ファイナンス・セクターは大きく成長していくことが期待される。

社会的企業も、このようなマーケット・メカニズムを取り入れた支援形態である。

開発途上地域においては、安全な飲料水や健康保険サービスを提供したり、あるい

は持続可能なエネルギーを供給したりすることは、緊急の課題である。近年、こう

した分野においても、貧困層に手の届く価格でサービスを提供しようとする社会的

企業が成長している。また、開発途上地域の農業分野においても、持続可能な農業

発展のための灌漑施設の整備や気象情報の提供などのサービスを提供する社会的企

業が台頭している。

では、このようなマーケット・メカニズムを取り入れた国際開発協力の担い手を支

援する方法にはどのようなものがあるだろうか。通常、助成財団の国際助成を含め

たグローバル・フィランソロピーは、非営利団体の活動を支援することを一義的な

目的としている。このため、このような営利団体の形態を取る社会的企業を支援す

るためには、新たな支援の枠組みが必要となる。現在、このような「フィランソロ

ピーの新たなフロンティア」となる支援枠組みとして注目されているのが、社会的

インパクト投資、クラウド・ファンディング・プラットフォーム及び社会的証券取

引所である。以下、簡単にそれぞれの状況を概観しておこう。

（１）社会的インパクト投資

社会的インパクト投資とは、寄附ではなく投資によって、社会的企業を支援しよう

という手法である。社会的企業は、貧困問題や環境問題など、通常の営利企業が参

入する市場に比べて困難な市場をターゲットにする。このため、通常の営利企業に

比べて収益率も低く、また事業成果が出るまでに時間がかかる。また、事業成果も、

単純に利潤だけで測ることは出来ず、社会的リターンを含めた成果を総合的に評価

する必要がある。このため、社会的企業に対して投資する場合には、通常の営利企

業に対する投資に比べて、長期・低利の投資を行う必要があり、また投資の際の適

正評価や投資リターンの評価指標も社会的リターンを加味した独自の指標を用意す
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る必要がある。このように、社会にインパクトを与える公益的な事業を行おうとす

る社会的企業を対象とするために独自に開発された投資形態が社会的インパクト投

資である 。

ロックフェラー・フィランソロピー・アドバイザーズが モーガン・チェイスとグ

ローバル・インパクト投資ネットワークに委託して作成した報告書 によれば、調査

に回答した の社会的インパクト投資団体が、 年に 億ドル相当の社会的イ

ンパクト投資を予定しているとのことである。また、ロックフェラー財団の調査 に

よれば、社会的インパクト投資団体は、 年から 年の間に、調査対象団体だ

けで、団体数が から と倍増し、資産運用額も 億ドルから 億ド

ルと大きく拡大している（グラフ 「社会的インパクト投資の拡大（数量ベース）」

及びグラフ 「社会的インパクト投資の拡大（資産運用ベース）」をそれぞれ参

照。）。

グラフ 社会的インパクト投資の拡大（数量ベース）

                                                        
42 社会的インパクト投資の展開については、例えば、Antony Bugg-Levine & Jed Emerson (2011)参照。 
43 JPMorgan Chase &Co. and the Global Impact Investing Network (2011) 
44 Karim Harji and Edward T. Jackson (2012) 
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グラフ１８ 社会的インパクト投資の拡大（資産運用ベース） 

米国政府も、社会的インパクト投資を促進するための諸施策を進めており、例えば、

海外民間投資公社（ ）は、新興経済

国を対象とした６つのインパクト投資ファンドに 億 万ドルのコミットを行っ

た。米国中小企業庁も、米国国内の貧困地域で活動する社会的企業を支援するため、

今後 年間に 億ドルを提供することを表明している。このように、近年、社会的

インパクト投資は、米国政府の後押しを受けて急速に成長しつつある。

社会的インパクト投資自体は、開発途上国のみならず、先進国の社会的企業も対象

としている。上に述べた 億ドルの投資予定額には、このような国内社会的企業向

けの投資も含まれている。先述したロックフェラー財団の調査報告 によると、投資

額から見た場合、米国が 億ドルと最も大きく、中南米 億ドル、ロシア・

新興独立国 億ドル、サブ・サハラ・アフリカ 億ドル等となっている（グ

ラフ 「社会的インパクト投資の地域的分布」参照。このように、社会的インパク

ト投資の手法は、先進国と開発途上国の区別なく、貧困・コミュニティ開発・環境

保護・エネルギー資源の確保等、多様な課題の解決に適用されている点に特徴があ

る。
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グラフ１９ 社会的インパクト投資の地域別分布
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）」を提案し、一般の民間投資家が 、社会的インパクト

投資団体とそのプロジェクトに対して投資する際に利用できる標準的な判断基準の

確立を目指している。また、社会的インパクト投資団体のデータベースである

を立ち上げ、その情報をオンライン上で公開している。 には、

社会的インパクト投資団体の資産額や資産累計、対象地域や対象事業などの情報が

団体毎に掲載されており、投資家は、より簡単に自身が希望する投資先を見つける

ことができるようになる。さらに、グローバル・インパクト投資ネットワークを設

立し、加盟した団体に社会的インパクト投資に関する様々な情報を提供している。

こうした活動を通じて、同ネットワークは、より多くの一般民間投資が、社会的イ

ンパクト投資に参加するようになることを期待している。

（２）クラウド・ファンディング・プラットフォーム（ ）

社会的企業が事業を開始するにあたり、最大の問題となるのは、事業を立ち上げて

から経営が安定するまでの間、いかにして資金を調達するかという点である。開発

途上国の場合、必要な資金額はそれほど大きくないが、問題は、開発途上国の社会

的企業が、必要な資金を調達するためにアクセスできる金融サービスが限定されて

いるという点にある。開発途上国の農村地域や都市貧困地域の住民の多くは、一般

金融機関へのアクセスを制限されており、投融資を受けることはおろか、銀行口座

を開設することさえ容易ではない。こうした問題を解決するために、マイクロ・フ

ァイナンス機関が代替金融サービスを提供し、彼らの活動を支援するための社会的

インパクト投資も整備されつつあるが、一般民間投資家が活発に投資するにはまだ

まだ時間がかかると思われる。

このような状況の下で、社会的企業の資金調達メカニズムの一つとして注目を集め

ているのが、クラウド・ファンディング・プラットフォームである。クラウド・フ

ァンディング・プラットフォームとは、その名の通り、クラウド・テクノロジーを

利用した資金調達プラットフォームである。先述したオンライン寄附プラットフォ

ームも、クラウド・ファンディング・プラットフォームの一つであるが、クラウ

ド・ファンディング・プラットフォームは、寄附以外に投資やローンも含む包括的

な概念である。欧州クラウド・ファンディング・ネットワークの報告 によれば、

年度には、全世界で 億ユーロ相当の資金が、クラウド・ファンディング・プ
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ラットフォームを通じて調達されていると推定される。 年度の推計が 億ユー

ロ、 年度の推計が 億ユーロであったことを考えると、クラウド・ファンディ

ング・プラットフォームがいかに急速に拡大しているかが分かるだろう。同報告に

よると、 年現在、全世界で 以上のクラウド・ファンディング・プラットフ

ォームが活動している。こうしたプラットフォームは、基本的に、世界中で活動し

ている非営利団体や社会的企業に対して、寄附、ローン、投資などの形態による資

金提供を行っており、今後、非営利団体や社会的企業の重要な資金源の一つとなる

ことが期待される。

これらのクラウド・ファンディング・プラットフォームのうち、どの程度が、国境

を越えた活動を行っているかは不明だが、クラウド・テクノロジーが、本来的に国

境横断的な性格を持っていることを考慮すると、今後、グローバル・フィランソロ

ピーや、国際開発協力分野においても、クラウド・ファンディング・プラットフォ

ームが重要な役割を果たすことが期待される。例えば、 年に設立された開発途

上国向けのクラウド・ファンディング・プラットフォーム は、オンライン上で

小規模の資金を集め、これを主に開発途上国のマイクロ・ファイナンス機関を通じ

て、社会的企業家や協同組合、非営利団体などに貸与している。現時点までのロー

ン総額は 万件、 億 万ドル。 万人が のプラットフォームを通じて資

金を提供し、全世界 カ国・地域の 万人が より資金を借り入れている。パ

ートナーとなっているマイクロ・ファイナンス機関は カ国 団体にのぼる。資金

回収率は ％で、ローンの平均額は ドルである。設立後 年を経過した

年のローン総額がわずか 万ドルだったことを考えると、急激な拡大ぶりが伺

える。

欧州クラウド・ファンディング・ネットワークは、欧州におけるクラウド・ファン

ディングの促進を目指して、欧州委員会に対し、クラウド・ファンディングに関す

る共通ルールの制定や関係者に対する教育の強化などの諸施策を実施するよう、ア

ドボカシー活動を展開している 。今後、欧米諸国でインフラストラクチャー整備が

進めば、クラウド・ファンディングを通じた社会的企業支援はさらに発展していく

ことだろう。
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（３）社会的証券取引所（ ）

社会的企業や非営利団体の新たな資金調達メカニズムの一つとして注目を集めてい

るのが、社会的証券取引所である。これは、非営利団体や社会的企業に特化した証

券取引所を設立しようと言う試みである。例えば、社会的企業や非営利団体が、社

会的証券取引所で資金を調達すべく、「上場」したいと考えたとしよう。社会的証

券取引所は、他の証券取引所と同様に、「上場」しようとする申請団体の審査を行

う。審査にあたっては、通常の営利企業向けの審査基準ではなく、独自の審査基準

が適用される。これには、事業の社会的インパクト評価指標や、財務能力などが含

まれる。審査を経て「上場」を認められた社会的企業や非営利団体は、社会的証券

取引所を通じて、社会的インパクト投資団体や財団、その他の民間投資家から資金

を調達する。資金調達の方法は、社会的インパクト投資団体や財団から直接資金を

受け入れるという方法もあるが、一般的には、社会的証券取引所における株式、債

券の発行である（非営利団体は、債券発行のみ。）。

社会的証券取引所は、ブラジルと南アフリカで既に実験的に試みられている。また、

年には、シンガポールで社会的証券取引所が正式に開設される予定である 。

シンガポールで社会的証券取引所の開設準備を進めている

は、シンガポール国内にとどまらず、アジア域内の社会的企業や非営

利団体の幅広い参加を目指しており、また、投資家も、国際機関、財団、社会的イ

ンパクト投資団体のみならず、一般の民間投資家の参加を目指している。シンガポ

ール政府も、この試みをサポートしており、社会的証券取引所が予定通り 年に

開設され、活動が軌道に乗れば、社会的企業や非営利団体の新たな資金調達メカニ

ズムとなることが期待される。なお、英国でも が、社会的

証券取引所の設立を検討中である。

（４）助成財団の今後の方向性

以上、グローバル・フィランソロピーの多様なプラットフォームの展開と、マーケ

ット・メカニズムを利用した新たな支援形態の発展を見てきた。欧米諸国では、ク

ラウド・コンピューティングなどの新たなテクノロジーの発展と、社会的企業やマ

イクロ・ファイナンスなどのマーケット・メカニズムを取り入れた開発協力形態の

登場により、寄附を含めた資金調達メカニズムが大きく変化しつつある。このよう
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な新たな資金調達メカニズムは、今後、引き続き発展していくだろう。これにより、

現在でも、グローバル・フィランソロピーに占める割合の低い助成財団の国際助成

が、さらに低下していく恐れは十分にある。このような状況の中で、助成財団が、

助成事業の社会的インパクトを確保し、グローバル・フィランソロピーの中で重要

な役割を果たし続けるためには、どうすれば良いだろうか。

言うまでもなく、これに対する回答は、助成財団のミッション、規模、プログラム

などの様々な要因により異なるだろう。単一の回答は存在せず、助成財団が、それ

ぞれの特性に応じて、独自の回答を出すことが求められる。しかし、少なくとも、

米国においては、一定の共通理解が形成されている。それは、グラント・メイキン

グの戦略性の向上と、より高いインパクトを志向したグラント・メイキング手法の

開発、そして新たに発展しつつある資金調達メカニズムとの連携強化などである。

この点について、「フィランソロピーにおけるパラダイム・シフト：イノベーショ
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51 Susan Raymond, (2012) 
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 伝統的な慈善を目的とした無償資金の供与

 効率性と規模を追求する複数の資金提供者による協働とパートナーシップ形

成

 マーケット型の成果を指向し、フィランソロピストが積極的に支援団体の経

営に参画・協力するヴェンチャー・フィランソロピー

 社会変革の基盤となるソーシャル・コモンズへの資金提供を目指すプログラ

ム関連投資

 社会的証券取引所、ミッション関連投資、社会的インパクト投資など、ソー

シャル・コモンズへの資金提供システムを根本から変革する可能性がある新

たなシステムの構築

この発展を弧の形に図示したのが、以下の表６「イノベーションの弧」である。こ

の革新は、もちろん同時並行的なものであり、前の段階が次の段階に全面的に取っ

て代わるというものではない。現実には、伝統的なグラント・メイキングも、ヴェ

ンチャー・フィランソロピーも、プログラム関連投資も、新たな社会的インパクト

投資も、それぞれ併存し、互いにその成果を競っていると言った方がより正確であ

る。しかし、フィランソロピーの世界にも確実に新たな支援形態が定着しつつある

ことは言うまでもない。

表６「イノベーションの弧」

では、具体的に、現在、助成財団の国際助成の世界において、どのような取り組み

がなされているのだろうか。次章では、この「イノベーションの弧」モデルを念頭
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に置きつつ、具体的な事例を通じて、助成財団の国際助成における新たな動向を見

てみよう 。

                                                        
52 なお、個々の財団が独自に行っている革新的な取り組み事例については、Helmut K. Aneheier(2006)、
Helmut K. Aneheier(2007)などが参考になる。 
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第五章 助成財団のグラント・メイキング戦略の発展

本章では、以上のようなグローバル・フィランソロピーと新たな支援形態の発展の

中で、助成財団がどのようにこれに対応し、新たなグラント・メイキング戦略を発

展させているかを概観したい。前章で紹介した「イノベーションの弧」モデルを踏

まえながら、以下、グラント・メイキングの戦略性の向上、助成財団間の協働の推

進、既存のリソースを活用した新たな開発の担い手支援、社会的インパクト投資を

中心とした新たな支援形態への参加、という流れを、主に米国の助成財団を中心に

見ていくこととする。

１．グラント・メイキングの戦略性の向上

（１） 年代以降の発展

米国の助成財団は、従来から、専門的なプログラム・オフィサーを擁し、外部専門

家のアドバイスを活用しながら、インパクトのあるグラント・メイキングを行うよ

う努力してきた。それは、例えば、 年代のロックフェラー財団による「緑の革命」

のような成果を生み出してきた。他方、 年代に入り、グローバルな課題が浮上し

てくる中、助成財団の間には、既存のリソースだけでこのような巨大な課題に対応

することは困難であるとの認識が一般化する。これを踏まえ、助成財団は、グラン

ト・メイキングの戦略性の向上に取り組むようになる。 年代から 年代にかけ、

フォード財団、ロックフェラー財団、ディビッド＆ルーシル・パッカード財団など

の主要財団は、それぞれのプログラムの戦略性の向上を意識的に推進した。こうし

た作業を通じてそれぞれの財団内に蓄積された成果は、 年代に入り、米国にお

ける助成財団全体の戦略性の向上のための様々なプログラムや新たなコンサルタン

ト団体として結実していく。

代表的な例としては、フォード財団が 年に立ち上げたグラント・クラフト・プ

ログラムがある。これは、フォード財団が 年代に蓄積してきたグラント・メイキ

ングの戦略性向上のための様々なツールやケース・スタディ（戦略計画策定、事業

評価、案件開発など）をパッケージ化し、オンライン上で他のグラント・メーカー

達が利用できるようにすることで、米国のグラント・メイキング全体の戦略性の向

上を図ろうというプログラムである。フォード財団は、さらに 年、グラント・

クラフトをグローバルなものにすべく、米国財団センターと欧州財団センターにこ
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れを移管し、各国語に翻訳することで、グローバルなレベルにおけるグラント・メ

イキングの戦略性向上を目指している。現在、グラント・クラフトは、ドイツ語、

フランス語、スペイン語、ロシア語、アラビア語、中国語、日本語で利用可能であ

る。

これ以外にも、多くの団体が、グラント・メイキングの戦略性向上分野で、コンサ

ルティングや調査研究、アドボカシー活動を展開している。それぞれの団体は、独

自にユニークなモデルを開発し、その普及を通じて、グラント・メイキングのイン

パクトの向上を目指している。また、米国の助成財団も、こうした団体のプログラ

ムを支援することを通じて、米国のグラント・メイキングの水準向上に貢献してい

る。（表７「財団の戦略性向上分野で活動している主な団体」参照。）

表７ 財団の戦略性向上分野で活動している主な団体

名称（ウェブサイト） 概要

年にフォード財団が開始したグラント・メイキングの戦略性

向上プログラム。 年に米国財団センターと欧州財団センター

に移管された。

年にグラント・メイキングの効果向上のために設立された非

営利団体。現在、 名の個人フィランソロピストと の団体

が加盟している。成果志向のグラント・メイキング、利害関係者

のコミットメント確保、評価を通じたプログラムの改善、グラン

ト・メーカーの協働促進などに取り組んでいる。

効果的なフィランソロピー促進に取り組む非営利団体。客観的な

データを重視したアプローチに特色がある。主な事業分野は、助

成財団のパフォーマンス評価、戦略策定、ガバナンス確保、グラ

ンティーとの関係強化など。同センターが開発した「グランティ

ー認知度測定報告」は、グランティーから見た助成財団のパフォ

ーマンス評価手法で助成財団のプログラム改善に資するとして米

国の主要財団に採用されている。

フィランソロピーのインパクト向上に関する調査研究を目的に、

ペンシルヴァニア大学の付属機関として 年に設立。様々な調

査研究やトレーニング・ワークショップなどを開催している。災

害支援、教育、コミュニティ開発、グローバルな保健衛生分野な

どが主な対象分野。

年に設立された非営利のコンサルティング団体。グローバル

なレベルにおけるソーシャル・チェンジを実現するために、コン

サルティング、調査研究、アドボカシーなどの多彩な活動を行っ

ている。その活動は、戦略策定、評価、パートナーシップ形成、

組織再編など多岐にわたり、非営利世界に大きな影響力を持つ。

特に、近年、 が提唱している「集合的インパクト」や「共有価

値の創造」という概念は、新たな時代のフィランソロピーや企業

の社会貢献の基礎となるものとして注目されている。

フィランソロピーや社会団体を専門とした非営利のコンサルティ

ング団体。インパクト拡大、リーダーシップ開発、フィランソロ

ピーの効果増進などを目的に、コンサルティング、調査研究、ト



 62 

レーニングなどを行っている。コミュニティ再活性化や国際開発

など、様々な分野の事例研究を通じた提言やモデル形成に定評が

ある。

当初は、ロックフェラー一族のフィランソロピー活動に対するコ

ンサルティング団体として出発。現在もロックフェラー・グルー

プと深い関わりを持つが、全世界のフィランソロピーを対象にコ

ンサルティングを行っている。国際的なフィランソロピー分野で

は最も影響力の大きい団体の一つ。コンサルティングのみなら

ず、財団からの委託基金により、様々な助成活動も行っている。

財団を含めた非営利団体一般に対するコンサルティングを目的に

年に設立されたコンサルティング団体。非営利と営利のハイ

ブリッドである の法人格を有する。主な事業分野

は、戦略策定、グラント管理、キャパシティ・ビルディング、評

価など。非営利団体が、自身のパフォーマンス評価をオンライン

上で行うことが出来る というシステムを開発し、注目を集め

ている。

年に設立されたフィランソロピー専門の非営利コンサルティ

ング団体。他の団体同様に、戦略策定、評価、プログラム実施な

どの分野で多様なサービスを提供している。近年は、 と共同

でグローバル・フィランソロピーに関する包括的な調査を進めて

いる。 年にボストン財団に併合されたが、業務は継続してい

る。

（２）戦略的グラント・プログラムのスタンダード

年代の新たな発展を踏まえ、現在、多様な団体がそれぞれユニークな戦略策定や

評価モデルを提唱している。それぞれは微妙に異なるが、米国の助成財団における

一般的なコンセンサスとして、「助成財団はインパクトを志向するために、グラン

ト・メイキングに関する戦略を策定し、その結果を評価し、評価結果を戦略策定と

事業実施過程にフィードバックすることで、さらにグラント・メイキングを洗練さ

せていくべきである」という基本的な考え方は共有されていると言えるだろう。こ

の代表例として、 グループが提唱している戦略的グラント・プログラム の概要

を見てみよう。

グループは、グラント・メイキングの社会的インパクト最大化のため、プログラ

ム設計にあたり、戦略を策定することの重要性を強調する。戦略策定のプロセスは

以下の通りである（表８「戦略的グラント・プラグラム・デザイン・プロセス」参

照。）。

 プログラムが対象とするイシューの確定

                                                        
53 Shelly Kessler and Ashley Snowdon (2005) 
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 プログラムが対象とするイシューの確定

                                                        
53 Shelly Kessler and Ashley Snowdon (2005) 
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 プログラムが前提とするロジック・モデルの明確化

 対象分野に関する情報収集・評価（外部アセスメント）

 助成財団自身のプログラム運用・実施能力の評価（内部アセスメント）

 ロジック・モデルの妥当性検証

 プログラムの実施、評価、およびこれを踏まえた戦略の再設定

表８ 戦略的グラント・プログラム・デザイン・プロセス

この一連のプロセスの中で、最も重要なポイントは、対象分野におけるプログラム

のインパクトを最大化するための「ロジック・モデル」をいかに構築するかにある。

「ロジック・モデル」とは、「どのような資源（ ）をどのような戦略に基

づいて投入した場合に（ ）、何が生み出され（ ）、その結果、どのよう

な成果が生み出され（ ）、最終的に対象となるコミュニティにどのような変

化が引き起こされるか（ ）」を、論理的に並べたものである。利用できる資

源（ ）、投入（ ）、産出（ ）、成果（ ）、インパクト

（ ）を論理的につないでいくことで、プログラムの具体的な戦略策定が明確

になる。また、それぞれのフェイズに定量的な測定指標を設定することで、客観的

な評価が可能になる（表９「ロジック・モデル例」参照。）。



 64 

表９ ロジック・モデル例

このロジック・モデルを基本にした戦略的グラント・プログラムの設定は、様々な

ヴァリエーションがあるものの、現在、専門的なスタッフがいないか、あるいはい

ても限られている小規模の財団を除けば、ほぼすべてのプロフェッショナルな助成

財団が採用しているモデルであり、汎用性は高いと言えるだろう。このような形で、

助成財団は、自身の限られた資源を有効に活用しつつ、最大限のインパクトをいか

に達成していくかを常に考えながら、グラント・メイキングを行っているのである 。

（３）ヴェンチャー・フィランソロピー

このようなアウトカム志向型の戦略的グラント・メイキングは、基本的に助成財団

の役割をグラント・メイキングに限定する。すなわち、「助成財団は、プログラム

戦略を立て、そのプログラムにあった助成団体を選定し、その助成団体に対して一

定期間（通常は３〜５年程度）の助成を行えば、これで足りる」という考え方であ

る。フォード財団やロックフェラー財団などの大型財団は、従来、こうした手法に

飽きたらず、キャパシティ・ビルディングのための様々なイニシャチブを行ってき

                                                        
54 なお、アウトカム指向フィランソロピーの米国における発展と近年の動向を簡潔にまとめたものと

しては、例えば、Paul Brest (2012)の論考が参考になる。 
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ているが、この手法は必ずしもすべての財団に共有されてきたわけではない。多く

の財団において、グラント・メイキングの対象となるのは、通常、助成プログラム

が対象とする分野に関連した事業＝プロジェクトであって、助成を受ける非営利団

体のキャパシティ・ビルディングやスケール・アップは対象とならない 。それは、

基本的に助成を受ける非営利団体の自助努力に委ねられることになる。

しかし、近年、「助成財団が真にインパクトを求めるのであれば、助成を受ける非

営利団体のキャパシティ・ビルディングやスケール・アップによりコミットし、助

成対象となる事業分野全体の拡大を図る必要があるのではないか」という考え方が

生まれてきた。こうした考え方を取る助成財団や個人フィランソロピストは、従来

の戦略的グラント・メイキングの枠を超えて、より積極的に、グランティーのプロ

ジェクトにコミットメントし、グランティーのキャパシティ・ビルディングやスケ

ール・アップをサポートしようとする。こうした手法の背景にあるのは、ヴェンチ

ャー・キャピタルの手法である。ヴェンチャー・キャピタリストは、新たなテクノ

ロジーや革新的なビジネスモデルを採用し、スケール・アップを図ろうとするヴェ

ンチャー企業に対して、単に資金を投資するだけでなく、その経営に直接参画し、

スケール・アップに必要な経営資源をサポートすることで、ヴェンチャー企業を育

成し、投資先のヴェンチャー企業が上場した際のリターンを最大化しようとする。

このヴェンチャー・キャピタルの支援手法を非営利の世界に適用し、より積極的に

助成団体へのコミットメントを志向するグラント・メイキングの手法がヴェンチャ

ー・フィランソロピーである。そこで重視されるのは、インパクトを最大化するた

めの非営利団体のキャパシティ・ビルディングと、グラント・メイキングの対象と

なるプログラムのスケール・アップである 。

                                                        
55例えば、National Committee for Responsive Philanthropy (2012)によると、「一般管理費支援を行わな

い、またはグラント総額の 10％以下に留める」としている財団が全体の 55％となっている。やはり米

国においてもキャパシティ・ビルディング支援は一般化していないというのが現状である。 
56 もちろん、キャパシティ・ビルディング支援はヴェンチャー・フィランソロピーだけの専売特許で

はない。様々な助成団体が、様々な形でキャパシティ・ビルディングを行ってきている。その概要につ

いては、例えば、Barbara Blumenthal (2003)、Carol J. De Vita & Cory Fleming ed (2001)などを参照。ま

た、米国財団センターのウェブサイト（http://grantspace.org/Tools/Knowledge-Base/Funding-
Resources/Foundations/Capacity-building）も有用である。 
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米国でヴェンチャー・フィランソロピーを主導しているソーシャル・ヴェンチャ

ー・パートナーズ・インターナショナルによれば、ヴェンチャー・フィランソロピ

ーの基本的な特徴は以下の通りである 。

 プロアクティブ／ミッション中心

 リサーチ重視

 グランティーとの協働

 非営利団体のインフラストラクチャー整備

 成果志向

 体系的アプローチ／政策インパクト志向

 長期的コミットメント（５〜７年）

 ばらまき支援ではなく、少数精鋭支援

ソーシャル・ヴェンチャー・パートナーズ・インターナショナルは、 年現在、

米国、カナダ、日本に の支部、 の会員を擁し、 年の設立以来、累計で

万ドルのグラントを 以上の に支援をしてきたという実績を持っている。

また、ヴェンチャー・フィランソロピーという考え方は、米国を超えて全世界に広

まっており、 年には、ヨーロッパにも、欧州ヴェンチャー・フィランソロピー

協会が設立された。 年現在、欧州ヴェンチャー・フィランソロピー協会には、

カ国 団体が加盟している。欧州ヴェンチャー・フィランソロピー協会も、基

本的には米国ソーシャル・ヴェンチャー・パートナーズと「ヴェンチャー・フィラ

ンソロピー」に関するコンセプトを共有している（表 「欧州ヴェンチャー・フィ

ランソロピー協会の定義」参照。）。さらに、 年には、シンガポールを拠点と

してアジア域内のヴェンチャー・フィランソロピー団体が加盟するアジア・ヴェン

チャー・フィランソロピー・ネットワークも設立され、 年現在、正会員 、賛

助会員 となっている。

                                                        
57 Social Venture Partners International (2011) 
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57 Social Venture Partners International (2011) 
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表１０ 欧州ヴェンチャー・フィランソロピー協会の定義

ヴェンチャー・フィランソロピーは、その支援対象を、従来のグラント・メイキン

グが対象としていた非営利団体から、社会的企業にも拡大しつつあり、また、支援

手法もグラントから社会的インパクト投資へと移行しつつある。この意味において、

ヴェンチャー・フィランソロピーは、非営利団体を対象とした助成財団のグラン

ト・メイキング、社会的企業を対象とした社会的インパクト投資、企業の社会的貢

献や （ボトム・オブ・ピラミッド）ビジネス、「社会的共有価値（

）」 などの様々な取り組みをすべて包含する可能性を秘めたアプローチだと

言えるだろう。今後、新たなフィランソロピーのモデルとして発展することが期待

される（表 「ヴェンチャー・フィランソロピー投資の位置づけ」参照。）。

                                                        
58 「社会的共有価値」に関する議論の詳細については、Michael Porter & Mark Kramer (2011)参照。こ

の議論は、企業の社会的貢献の新たな発展段階を示すものとして注目される。また、この議論は、先述

した「フィランソロキャピタリズム」の概念とも深い関わりがある。 
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表１１ ヴェンチャー・フィランソロピー投資の位置付け

（３）集合的インパクトと触媒型フィランソロピー

戦略的グラント・メイキングにせよ、ヴェンチャー・フィランソロピーにせよ、そ

の前提となるのは、グラント・メーカーとグランティーの一対一の関係である。し

かし、そもそも一つの非営利団体や社会的企業が単独で実施できる事業のインパク

トは限られている。より大規模な社会的インパクトを達成するためには、複数の非

営利団体が一つの目標のためにパートナーシップを組んで協働することが求められ

る。

が提唱している「集合的インパクト（ ）」 は、このような

非営利団体の協働を通じたインパクトの拡大を理論化したものである。集合的イン

パクトとは、「複雑な社会的問題を解決するために、異なるセクターから参加した

アクターのグループが、共通のアジェンダにコミットする」というアプローチを指

す。ここでは、非営利団体、政府機関、企業、財団等が、社会的インパクトを達成

するために、共通のアジェンダを設定し、それぞれのリソースを持ち寄ってセクタ

ーを超えた協働を目指す。

                                                        
59 Fay Hanlaybrown, John Kania, & Mark Kramer (2012)および John Kania & Mark Kramer (2011)参照。 
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59 Fay Hanlaybrown, John Kania, & Mark Kramer (2012)および John Kania & Mark Kramer (2011)参照。 
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によれば、集合的インパクトがうまく機能するためには、「共通のアジェンダ」、

「評価指標の共有」、「相互に補強しあう活動」、「途切れのない、オープン・コ

ミュニケーション」、そしてこうした条件を可能とする「幹事役となる調整団体」

の存在、という５つの条件が必要である。特に、最後の「幹事役となる調整団体」

の存在が、集合的インパクトを達成するためには不可欠の要素である。

は、この集合的インパクトを実現するため、「触媒型フィランソロピー

（ ）」という、新たなフィランソロピーのコンセプトを提

案している 。触媒型フィランソロピーとは、社会的インパクトを最大化するために、

「集合的インパクト」モデルが提案しているようなセクター間を超えた協働を組織

し、これを支援しようとする新たなフィランソロピーの形態である。従来、助成財

団は、「どの非営利団体にどれだけのリソースを投入し、どれだけの社会的インパ

クトを達成できるか」という点にフォーカスを当てたグラント・メイキングを行っ

てきた。しかし、集合的インパクトが必要となる現代においては、そのようなグラ

ント・メイキングの手法では対応できず、新たに触媒型フィランソロピーの手法が

必要とされる。そこでは、財団は、非営利団体のみならず、社会的企業なども支援

の対象に加え、また政府機関、ビジネス、コミュニティ団体とのパートナーシップ

を積極的に組織しようとする。その際、伝統的なグラント・メイキングのみならず、

ミッション関連投資、プロボノ・サポートなどの様々な支援手法を動員する。時に

は、事業財団として積極的にコミットする場合もある。さらに、社会的インパクト

を最大化するために、「幹事役となる調整団体」に対するキャパシティ・ビルディ

ング・サポートやアドボカシー活動に対する支援も辞さない。適切な調整団体が存

在しない場合には、自ら、プロジェクトのコーディネーター役を引き受ける場合も

ある。このように、社会的インパクトの実現のために、セクターを超えた協働を組

織し、そのために、利用可能なあらゆる資源を動員しようという手法が触媒型フィ

ランソロピーである。

このような、セクターを超えた協働と、これに対するグラント・メイキングを超え

たサポートの必要性は、現在、米国の多くの財団、非営利団体に支持されつつあり、

今後、米国フィランソロピー界の新たなスタンダードになることが予想される。

                                                        
60 Mark R. Kramer (2009)参照 
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（４）共同ファンディング

社会的インパクトの増大を目指して、戦略的グラント・メイキングからヴェンチャ

ー・フィランソロピーを経て触媒型フィランソロピーへと進化を遂げてきたフィラ

ンソロピーであるが、すべてのモデルに共通していることは、リソースの提供者で

ある財団は、あくまでも単独でグラント・メイキングの決定を下すという点である。

もちろん、財団間でも様々なネットワークが構築されており、後述するようにグロ

ーバル・フィランソロピーの分野においても、地域的あるいはイシュー別の多様な

ネットワークが形成されている。これらのネットワークに参加することを通じて、

それぞれの財団は、自分が支援したい領域の最新動向を把握し、自己のミッション

とグラント・メイキング戦略に即して、最もインパクトのある団体やネットワーク

に資金を提供する。しかし、やはり、一つの財団が単独で実施できる支援は限定さ

れているというのが現実である。財団は、それぞれ、独自のミッションと意思決定

プロセスを有しており、財団間が組織的に協働することは容易ではない。

米国ヴェンチャー・フィランソロピーの先駆者的存在である は、このような状

況を踏まえて、財団間の協働を促進するための共同ファンディング・モデルを提案

している 。 は、ヴェンチャー・キャピタル分野で、複数の投資家がヴェンチ

ャー企業支援に必要な資金を共同で集める手法を参考にしながら、非営利団体や社

会的企業の分野における、様々な共同ファンディング手法を提案している。例えば、

小額の寄附を多数の寄付者から集めるクラウド・ファンディング、個人フィランソ

ロピストが特定のイシューをサポートするために緩やかなネットワークを形成して

共同で支援するギビング・サークル、支援者がグループを組んで特定のイシューに

共同で資金を提供するソーシャル・ヴェンチャー・パートナーズ、支援者が連合を

組んで特定のプロジェクトを支援する コラボラティブ、そして、複数の支援者

が一つの基金に出資する共同出資基金モデルなどである（表 「共同ファンディン

グ・モデル」参照。）。

                                                        
61 Cynthia Gair (2008) 
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表１２ 共同ファンディング・モデル

が展開しているモデルは、助成財団のみならず、個人フィランソロピストや一

般個人も視野に入れた包括的なものだが、助成財団が参加しやすい形態は、 コラ

ボラティブや共同出資基金、あるいはソーシャル・ヴェンチャー・パートナーズの

ようなグループ・モデルだろう 。これらのモデルは、効率的で機能的な仲介団体が

存在すれば、助成財団も、通常のグラント・メイキングと同じ感覚で支援できるた

め、それほど抵抗はない。現実にも、例えば、ハリケーン・カトリーナ災害支援の

際に複数の財団が出資して新たな支援基金を立ち上げたり 、あるいはイタリアの複

                                                        
62 この点について、GrantCraft (2012)は、欧州の財団の協働促進に向けた様々な取り組みを具体的な事

例を踏まえて分析しており参考になる。 
63 詳細は、メキシコ湾岸基金のウェブサイト参照 http://www.gulfcoastfund.org  
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数の財団が、アフリカ支援のための共同支援メカニズムを立ち上げたり 、と様々な

試みが現実になされている。ロックフェラー財団が、ビル＆メリンダ・ゲーツ財団

と共同で取り組んでいるアフリカ農業開発支援プログラムも忘れてはならないだろ

う。また、欧州財団ネットワークは、バルカン支援基金や文化協力イニシャチブ、

欧州移民統合プログラム、若者エンパワーメント・プログラムなど、欧州の複数の

財団による協働イニシャチブのインター・メディアリー団体の機能を果たすことに

より、欧州域内の財団間の協働促進に努めている 。このような実績の積み重ねを通

じて、今後、財団間の共同ファンディングは、さらに発展していくことが期待され

る 。

２．マーケット・メカニズムを活用した支援への参加

前章で紹介したように、現在、フィランソロピーの新たなフロンティアとして、社

会的インパクト投資など、マーケット・メカニズムを活用した新たな支援形態が登

場している。では、助成財団は、このような「フィランソロピーのフロンティア」

領域に、どのような形で関わろうとしているのだろうか。米国の助成財団の大半を

占める私的財団は、米国歳入庁により、基本的に非営利団体に対するグラント供与

しか認められていない。このため、社会的企業のような営利団体に対する直接的な

グラント・メイキングは制限される。このため、助成財団が、フィランソロピーの

フロンティア領域に関わるには、新たな戦略が必要となる。

（１）プログラム関連投資を通じた支援

現時点で、助成財団が取りうる最も一般的な方法は、プログラム関連投資（

）を通じて、社会的企業に投資するという手法である。

内国歳入庁の定義 によれば、プログラム関連投資とは以下の要件を満たす助成財団

の投資である。

 基本的な目的が、財団の免税ステイタスに係る諸目的の一つまたはそれ以上

を達成することにあること

                                                        
64 詳細は、Fondazioni 4 Africa のウェブサイト参照：http://www.fondazioni4africa.org/ 
65 具体的な事例については、Network of European Foundations (2009)、同(2012)参照。 
66 財団間の協働については、GrantCraft (2009)も参照。 
67 内国歳入庁のウェブサイト参照：http://www.irs.gov/Charities-&-Non-Profits/Private-
Foundations/Program-Related-Investments  
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64 詳細は、Fondazioni 4 Africa のウェブサイト参照：http://www.fondazioni4africa.org/ 
65 具体的な事例については、Network of European Foundations (2009)、同(2012)参照。 
66 財団間の協働については、GrantCraft (2009)も参照。 
67 内国歳入庁のウェブサイト参照：http://www.irs.gov/Charities-&-Non-Profits/Private-
Foundations/Program-Related-Investments  
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 収入獲得や、資産価値の向上が、主たる目的ではないこと

 法制定過程に対する影響力行使や、選挙立候補者の利害を代表した選挙活動

への参加が目的ではないこと

プログラム関連投資は、収入獲得や資産価値の向上が主たる目的ではないため、そ

の利子率は、市場レートより低く設定されなければならない。内国歳入庁は、明確

な基準を設定していないが、一般的には、投資のリターン・レートは、市場レート

と最低限のリスク保証レートの中間に設定される必要がある。プログラム関連投資

の具体例として、内国歳入庁は、学生に対する低利又は無利子のローン、非営利の

低所得者向け住宅提供プロジェクトに対するハイリスクの投資、低所得者グループ

が所有する小企業で商業銀行の金融サービスを得ることができないものへの低利の

ローン、貧困地域における雇用創出や失業者の雇用訓練などに寄与するビジネスへ

の投資、等をあげている。

内国歳入庁によりプログラム関連投資であると認定されれば、この投資は、助成財

団の「支出」と見なされる。米国では、私的財団は総資産の５％以上を毎年支出す

ることが義務づけられているが、近年の低金利の状況下では、５％以上の運用収入

を確保することは簡単ではない。このような状況の下では、投資額を「支出」に繰

り込むことが出来るプログラム関連投資制度は、私的財団にとって、資産を運用し

つつ５％支出ルールをクリアできるという点でメリットのある制度である。なお、

プログラム関連投資が償還された場合、運用収益は「収入」として、また元本は

「マイナスの支出」として扱われる。これをそのまま財務諸表に計上すると、上に

述べた ％ルールの達成が極めて困難になるため、通常、私的財団はプログラム関連

投資が償還された場合、その年度内に、再びこれをプログラム関連投資に振り向け

ている 。

プログラム関連投資自体は、以前から存在していたが、近年、社会的インパクト投

資を促進する重要なツールとして脚光を浴びつつある。米国政府も、社会的インパ

クト投資促進政策の一環として、プログラム関連投資を強化すべく、 年 月に、

プログラム関連投資の要件を緩和する提案を米国財団界に行った 。仮にこの提案が

                                                        
68 プログラム関連投資の詳細については、GrantCraft (2006)参照。 
69 Suzanne Perry (2012)。提案の具体的内容は、2012 年 4 月 19 日付内国歳入庁提案

（https://www.federalregister.gov/articles/2012/04/19/2012-9468/examples-of-program-related-
investments#p-3 )参照。 
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制度化されれば、今後、米国の助成財団のプログラム関連投資はさらに拡大するこ

とが期待される。

（２）ミッション関連投資を通じた支援

ミッション関連投資（ ）とは、助成財団が、その

資産を運用するにあたり、自己のミッションに関連した分野や団体の活動を支援す

るために行う投資を指す。プログラム関連投資が、内国歳入庁の承認を前提に行わ

れるマーケット・レート以下の投資であるのに対し、ミッション関連投資は、内国

歳入庁のルールとは関係なく、助成財団が、自身の支援戦略の一環として、資産運

用を自身のミッション達成のためのツールの一つとして活用しようという投資であ

り、マーケット・レートと同レベルの投資リターンが追求される。マーケット・レ

ートのリターンを目指すことが出来る点ではメリットがある反面、プログラム関連

投資と異なり、財団はミッション関連投資を「支出」に繰り入れることができない

ため、５％支出ルールを緩和するというメリットはない。

ミッション関連投資のメリットは、グラント・メイキングだけでなく資産運用を通

じても自己のミッション達成を追求することができるという点にある。従来、助成

財団は、助成に使用することの出来る収入を増やすことのみを主眼として、資産運

用を行ってきた。もちろん、投資リスクに配慮してきたし、また、社会的責任投資

（ の概念が広まるにつれ、資産運用に当た

っては、投資先が社会的責任を果たしているかどうかという点にも配慮するように

なった。しかし、通常、投資先の選定は、リスクとリターンのみを指標に一定のポ

ートフォリオを設定すれば、後は投資会社の判断に任せるのが一般的であった。し

かし、近年、一方で、金利の低下により、運用収入は減少し、その結果、助成金額

の減少を余儀なくされている。他方、社会的企業や社会的インパクト投資の発展に

より、助成財団の資産運用先に、このようなマーケット・メカニズムを取り入れた

公益の担い手を含めることが出来るようになった。極めて単純化すれば、非営利団

体はグラントで支援し、社会的企業や社会的インパクト投資団体はミッション関連

投資で支援すると言う可能性が開けたことになる。

ミッション関連投資には、貧困地域への貸し出しを専門に行う預託機関への投資や、

クリーン・エネルギー分野におけるヴェンチャー・ビジネスへの投資など多様な形

態がある。これらのミッション関連投資は、助成財団の活動の幅を広げるのみなら
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ず、現在、新たな支援形態として注目されている社会的インパクト投資の重要な資

金源としても注目される。例えば、全米の財団の総資産額 億ドルのうち、仮に

％の 億ドルが社会的インパクト投資に向けられた場合、現在の社会的インパク

ト投資総額 億ドルを超える資金が流れ込むことになる。これは、社会的インパ

クト投資の発展に大きく資することになるだろう。現実に、ミッション関連投資は、

近年、拡大してきている （グラフ 「ミッション関連投資を行っている財団数の

推移」参照。）。今後、助成財団によるミッション関連投資がさらに拡大していけ

ば、社会的インパクト投資や社会的企業セクターの成長に大きく貢献することが期

待される。

グラフ２０ ミッション関連投資を行っている財団数の推移
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70 Sarah Cooch & Mark Kramer (2007) 
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ークを通じた情報提供、調査、メンバー団体へのトレーニングなどの活動を行って

いる。また、助成財団のミッション関連投資を専門とする投資コンサルタントも設

立されつつあり、今後、このようなミッション関連投資をサポートする専門団体が

拡大すれば、ミッション関連投資は米国助成財団界で一般化していくことが期待さ

れる 。

また、ミッション関連投資は、巨大な資産を有する私的財団のみが関心を持ってい

ると一般には見なされているようだが、必ずしもそうではない。資産規模の小さい

財団が、グラント・メイキングだけでは十分に自身のミッションを達成することが

出来ないためにミッション関連投資を利用するというケースも見られる。また、私

的財団のみならず、コミュニティ財団が、コミュニティ・ビジネスや社会的企業支

援の一環としてミッション関連投資を利用するというケースもある。このように、

ミッション関連投資の担い手の多様化にも留意しておく必要があるだろう。（グラ

フ２１「ミッション関連投資を行っている団体の資産内訳」参照 。）

                                                        
71 ミッション関連投資の発展におけるインター・メディアリー団体の重要性については、Sarah Cooch 
& Mark Kramer (2007)参照。 
72 ibd. 
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グラフ２１ ミッション関連投資を行っている財団の資産別内訳

（３）社会的インパクト投資のためのエコ・システムの構築
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ッション投資という手法を発展させてきたことを概観した。この手法は、米国の私

的財団が、毎年、総資産の ％以上を非営利団体に対するグラントという形で支出し

なければならないという制約の中では、合理的な対応だと言えるだろう。しかし、

助成財団の本来のあり方はやはりグラント・メイキングにある。社会的インパクト

投資を促進するために、助成財団の本来の支援方法であるグラント・メイキングを

通じたコミットメントは出来ないだろうか。この点については、ロックフェラー財

団の取り組み が、有益なモデルを提供していると思われる。

ロックフェラー財団は、 年代より、社会的インパクト投資の先駆的モデルである

コミュニティ開発金融機関の開発に取り組み、「全米コミュニティ開発イニシャチ

                                                        
73 以下、ロックフェラー財団の事業の記述は、特に参照文献についての言及がない限り、同財団のウ

ェブサイトに掲載された情報に基づく。 
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ブ」プログラムを立ち上げて支援を続けてきた。 年には、独自のミッション関連

投 資 プ ロ グ ラ ム ’

を立ち上げ、助成財団のミッション投資プログラムの戦略化の先駆的事

例を提供してきた。さらに、 年には、国際開発協力分野における社会的インパ

クト投資団体の先駆的モデルであるアキュメン・ファンドの設立を支援している。

このように、他の米国助成財団に先駆けて、マーケット・メカニズムを活用した支

援形態の発展に取り組んできたロックフェラー財団は、その蓄積を活かし、さらに

社会的インパクト投資を発展させるために、 年より、社会的インパクト投資促

進を目的としたグラント・プログラムを立ち上げ、社会的インパクト投資が発展す

るための基礎となる環境整備に取り組んでいる 。

具体的には、まず、米国の主要なシンクタンクや研究機関に対する社会的インパク

ト投資を促進するための政策研究支援があげられる。ロックフェラー財団は、ハー

バード大学社会的インパクト投資政策コラボラティブやモニター・インスティチュ

ートなどへの研究支援と、その政策提言レポートの公表により、社会的インパクト

投資の促進に関する政策コミュニティの合意形成を図ってきた 。また、社会的イン

パクト投資団体間のネットワークを促進するため、

のような関係者による大規模な会議や、 の

ような中間団体の設立・運営を積極的に支援してきた。特に、ロックフェラー財団

の全面的な支援の下に設立されたグローバル・インパクト投資ネットワーク（ ）

は、グローバルなネットワーク促進と標準化の中核的な担い手として、社会的イン

パクト投資の促進に多大な貢献を行っている。また、ロックフェラー財団は、社会

的インパクト投資に民間投資団体が参入することを促進するため、投資に関するレ

ーティング・システムの開発・標準化に積極的に取り組んでいる。 − が開発した

グローバル・インパクト投資レーティング・システム（

）と、グローバル・インパクト投資ネットワークが開発

したインパクト報告＆投資スタンダード（

）は、現在、社会的インパクト投資のレーティングと報告システムのスタ

ンダードになりつつあるが、両システムともに、ロックフェラー財団は開発過程か

ら積極的に支援してきている。最後に、ロックフェラー財団は、米国外での社会的

                                                        
74 詳細については、同財団の社会的インパクト投資プログラムに関するウェブサイト参照：
http://www.rockefellerfoundation.org/what-we-do/current-work/harnessing-power-impact-investing  
75 例えば、Ben Thornley, David Wood et al. (2011)参照 
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インパクト投資マーケットの拡大にも積極的に取り組んでおり、シンガポールやケ

ニヤにおける社会的証券取引所の立ち上げや、英国における社会的証券取引所設立

に関するフィジビリティ・スタディなどに支援を行っている 。このようなロックフ

ェラー財団の取り組みは、政策担当者の合意形成、社会的インパクト投資に関する

取引費用の低減、社会的インパクト投資に関する社会的認知の増大などを通じて、

社会的インパクト投資の促進に大きく寄与している。こうしたロックフェラー財団

の取り組みは、社会的インパクト投資に関連したエコ・システムの構築プロセスに

対し、戦略的にグラント・メイキングを行ってきたと言い換えることが出来るだろ

う。

年 月、ロックフェラー財団は、「インパクトを加速させる：社会的インパク

ト投資産業構築プロセスにおける成果、課題、そして次のステップ」という報告書

を発表した。これは、ロックフェラー財団が、今まで行ってきた社会的インパクト

投資促進に向けた環境整備プログラムの成果を振り返り、社会的インパクト投資が

産業としてどこまで発展してきたかを評価した上で、今後の更なる発展のために必

要な政策をまとめたものである。これによれば、社会的インパクト投資産業は、現

在、個別にイノベーションが進められた段階から、まとまった市場形成の段階へと

進みつつある。今後、この市場形成をさらに進めて、自律した市場の成熟にまで至

るのがロックフェラー財団の戦略である。（表１３ 「社会的インパクト投資産業

の発展段階」参照。）

                                                        
76 シンガポールについては Impact Investment Exchange Asia、ケニヤについては Kenya Social 
Investment Exchange、英国については Social Stock Exchange のウェブサイトをそれぞれ参照。 
77 E. T. Jackson and Associates Ltd., (2012) 
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表１３ 社会的インパクト投資産業の発展段階

では、なぜ、ロックフェラー財団のような大型の助成財団が、これほどまでに社会

的インパクト投資セクターの発展にコミットするのだろうか。本レポートで今まで

繰り返し述べてきたように、国際開発協力分野やグローバル・フィランソロピー分

野において、助成財団が占める割合はそれほど大きくない。限られた資源を有効に

活用して助成財団がインパクトのある事業を行うためには、戦略が必要となる。ロ

ックフェラー財団の戦略は、社会的インパクト投資を自律的な産業として成立させ

ることにより、現在、フィランソロピーのフロンティアとなっている新たな資金調

達メカニズムを制度化することにある。これにより、社会的企業などに民間資金が

流れ込むようになれば、ロックフェラー財団が単独で支援するよりもはるかに大規

模のインパクトを期待することが出来る。ロックフェラー財団が行っているエコ・

システムの構築に向けた試みは、この意味で、究極のインパクト実現を目指した戦

略的グラント・メイキングであると言えるだろう。
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第六章 グローバル・フィランソロピー・コミュニティの強化

前章では、米国を中心に、大きな環境変化の中で、助成財団がいかにグラント・メ

イキングの戦略性を向上させ、また、社会的インパクト投資などのマーケット・メ

カニズムを利用した新しい支援形態に積極的に関わっているかを見てきた。これを

踏まえ、この章では、グローバル・フィランソロピーの領域に焦点を当て、助成財

団がグローバル・フィランソロピーを強化するために行っている取り組みを分析す

る。

近年、グローバルな課題解決に対する関心が高まる中、国際的なグラント・メイキ

ングを行っている助成団体の世界では、既存の団体を中心として国際的なネットワ

ークを強化しようという動きがある。また、新たに国際助成プログラムを立ち上げ

ようとする助成団体をサポートすることで、グローバル・フィランソロピー・コミ

ュニティを強化しようと言う動きも存在する。さらに、グローバル・フィランソロ

ピーの基盤整備を目指す動きもある。この章では、欧米を中心に、このような近年

の動向を概観してみたい。

なお、第一章で分析したように、助成プログラムの担い手は、狭義の助成財団のみ

ならず、事業財団や基金など、多様な形態の団体を含んでいる。これは国際助成プ

ログラムの領域でも同様である。このため、本章では、助成財団のみに対象を限定

せず、広く国際助成プログラムを扱っている助成団体全般の動向について見ること

にする。

１．グローバル・フィランソロピー・ネットワーク構築の試み

（１）グローバル・フィランソロピー・リーダーシップ・イニシャチブ

グローバル・フィランソロピーを強化する上で最も重要な方策は、主要な助成団体

間のネットワークを構築することである。国際的なグラント・メイキングを行って

いる助成団体ネットワークが構築され、このネットワークを通じて国際助成分野に

おける優先領域、ベスト・プラクティスや革新的な取り組みに関する情報が共有さ

れれば、国際助成団体の個々のグラント・メイキングの戦略性向上に資するのみな

らず、共同ファンディングの可能性を拓くことが出来る。また、ネットワークを通
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じて強固なコミュニティが形成されれば、グローバル・フィランソロピーを推進し

ていくための戦略策定やアドボカシー活動も可能になる。

このような問題意識に基づき、米国財団協議会、欧州財団センターおよびグラン

ト・メーカー支援国際イニシャチブ（ ）は、共同プロジェクトとして、 年

にグローバル・フィランソロピー・リーダーシップ・イニシャチブを立ち上げた。

このイニシャチブの目的は、「グローバル・レベルにおけるフィランソロピーの実

践とインパクトを増進するための新手法の開発」であり、 つの優先領域として、

「グローバルなレベルにおけるフィランソロピー強化のための法規制環境の改善」

「グローバルなレベルにおけるフィランソロピー間の協働促進のためのモデル開発」

「政策担当者／多国籍機関との関係強化のための主要機会の同定」を設定し、それ

ぞれの優先領域における助成団体間の協働を促進することを目指している 。

この目的を実現するため、同イニシャチブは、「法制および規制」、「協働」、

「フィランソロピー活動への参加」の３つのワーキング・グループを設置し、各分

野での調査、政策提言、共同プロジェクトの立ち上げなどの準備を進めている。す

でに、「北アフリカおよび中東の平和的移行支援」と「持続可能な都市のためのフ

ァンダーズ・フォーラム」の２つの共同パイロット・プログラムを立ち上げている。

また、 年には、「国境を越えるフィランソロピーに関する指標」策定プロジェ

クトを立ち上げ、国境を越えたフィランソロピー活動に影響を与える法制上および

税制上の要件についてのベンチマーク・ツールを各国の国際助成団体に提供する予

定である。各国の助成団体は、国境を越えたフィランソロピー活動促進に向けた現

状調査や政府向けのアドボカシー活動を展開する際に、このベンチマークを活用で

きるため、今後、国境を越えたフィランソロピー活動の促進が期待できる 。

本イニシャチブのプロジェクトは、米国財団協議会および欧州財団センターのウェ

ブサイト等を通じて、それぞれの加盟団体に報告される。両団体は、それぞれ、米

国および欧州における助成団体の代表的なネットワークであり、その影響力は大き

い。両団体を軸とした本イニシャチブは、今後、グローバルなレベルにおける助成

団体ネットワークとして、発展していくことが期待される。

                                                        
78 グラント・メーカー支援国際イニシャチブのウェブサイト参照：
http://www.wingsweb.org/?page=GPLI  
79 詳細については、Sevdalina Rukanova (2012)参照 
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表１４ グローバル・フィランソロピー・リーダーシップ・イニシャチブのタス

ク・フォース・メンバー・リスト
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（２）その他のグローバル・フィランソロピー・ネットワーク

グローバル・フィランソロピー・リーダーシップ・イニシャチブ以外にも、国際的

なグラント・メイキングを行っている助成団体やフィランソロピストのネットワー

ク構築に向けた様々な試みが進められている。以下、主要なものを概観してみよう。

年に設立されたグラント・メーカー支援団体の国際的な情報交換フォーラム。

現在、全世界 カ国 協会／団体を擁し、グラント・メーカー支援に関する唯一

の国際ネットワークとなっている。 年時点で、米国の非営利団体として法人登

録され、事務局はブラジル・サンパウロに置かれている。 は、国際社会におけ

るグローバル・フィランソロピーの促進のために、調査研究、アドボカシー、ネッ

トワーク形成、情報共有、人材育成などの様々なプロジェクトを行っている。特に、

近年は、米国の と共同でグローバル・フィランソロ

ピーの実態調査に取り組んでおり、 年には準備報告を発表した 。この調査が

進めば、グローバル・フィランソロピーの全体像を把握することが出来る貴重な資

料となり、今後、グローバル・フィランソロピーのネットワーク化や協働が更に進

展することが期待される。

グローバル・フィランソロピー・フォーラム

年に設立されたフォーラム。北カリフォルニア国際問題協議会が事務局となり、

毎年 回、北カリフォルニアで開催される。フォーラムには、米国を中心に世界中

の助成団体や個人フィランソロピスト、企業フィランソロピー関係者等が集まり、

３日間にわたり、最新の国際フィランソロピーに関わる問題について協議し、また

参加者相互のネットワーク形成を促す。参加は招待ベースで、一般の参加は認めら

れていない。

グローバル・フィランソロピスト・サークル

シナゴス財団が 年に開始したグローバル・フィランソロピストをメンバーとす

るネットワーク。フィランソロピー活動を積極的に行っている個人・家族を基本的

に対象とする。現在、全世界 カ国から、 家族、 名が参加している。サーク

                                                        
80 Paula D. Johnson (2011) 
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ルのメンバーになると、年一回の年次総会に参加して他のメンバーと交流できる他、

１週間にわたるリトリートや各種ワークショップに参加してフィランソロピーに関

する理解を深めたり、フィランソロピー専門家のアドバイスを受けたりすることが

出来る。一連のプログラムに参加することで、メンバーは、グローバル・フィラン

ソロピーを展開するに必要な知識とノウハウを習得し、またネットワークを通じて

最新の動向を知ることを通じて、グローバル・フィランソロピーの積極的な担い手

となることが可能となる。

戦略的フィランソロピーに関する国際ネットワーク

ドイツを代表する国際財団の一つである 財団が 年から 年に

実施したプロジェクト。ジャーマン・マーシャル・ファンド、フォード財団、キン

グ・ボードウィン財団、チャールズ・スチュワート・モット財団と、アトランティ

ック・フィランソロピーが中心となり、革新的な取り組みを行っている財団のベス

ト・プラクティスを共有し、グローバルな領域で活動している助成財団の戦略性の

向上を図ると共に、こうした助成財団関係者による国際的なネットワークを構築す

ることを目的とした。ネットワーク自体は、 年の報告書刊行 をもって終了し

たが、その後のグローバル・フィランソロピー促進に向けた様々な試みを促進させ

る契機となったプロジェクトとして注目される。

（３）地域レベルのフィランソロピー・ネットワーク

グローバルなネットワークのみならず、特定の国・地域におけるネットワーク構築

の試みも各地でなされている。米国財団協議会や欧州財団センターもこのような地

域ネットワークの例と言えるだろう。グローバルなネットワークが、環境、気候変

動、貧困、疫病、ジェンダー、開発、災害、紛争などのグローバルな課題の解決に

向けた助成団体のネットワーク化を目的とするのに対し、地域ネットワークは、地

域に共通の課題の解決に向けた助成団体のネットワーク化を主たる目的とする点で

異なる。このため、ネットワークに参加する団体は、主に国内向けの助成事業を行

うものが中心となるが、グローバル化が進展している現代社会においては、例えば、

移民問題や環境問題を扱えば、結局、国境を越えたプロジェクトに発展せざるを得

ないため、国際的な助成も対象とせざるを得ない。また、地域ネットワークは、グ

ローバル・ネットワークとの連携を進める際の窓口としても機能することが出来る。

                                                        
81 Dirk Eilinghoff ed. (2005) 
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このため、このような地域ネットワークも、国際助成団体のグローバル・コミュニ

ティ形成において重要な役割を果たしうると言えるだろう。主なネットワークは以

下の通りである。

表１５ 主要地域ネットワーク

名称（ウェブサイト）

欧州

中東・アフリカ

残念ながら、アジア太平洋地域をカバーする地域ネットワークは、現時点では存在

しない。日本、中国、インド、パキスタンなどのナショナル・レベルのネットワー

クが存在するのみである。ただし、新興経済国である中国、インドでは、ナショナ

ル・ネットワークが活発に活動しており、今後、グローバル・ネットワークとの結

びつきが強まる可能性が高い。こうした状況を踏まえ、インドや中国と様々なレベ

ルで関係の深いシンガポールが、地域ネットワークの構築を積極的に進めており、

年 月に初のアジア・フィランソロピー・サミットを開催した。主催団体は、

シンガポール国立ボランティア＆フィランソロピー・センターだが、先述したグロ

ーバル・フィランソロピー・フォーラムも協力団体として参加している。また、会

議参加者には、アジアのみならず、米国、英国、オーストラリアなど先進国の助成

団体も参加しており、今後、アジア太平洋を基盤としたグローバルなフィランソロ

ピー・ネットワークに発展する可能性がある。

なお、このようにアジアに発展しつつある助成団体のネットワークをグローバル・

フィランソロピー・ネットワークに取り込もうという動きも活発化している。例え

ば、ハーバード大学ハウザー・センターは、中国の非営利団体研究プログラムを立

ち上げ、中国の助成財団との交流を進めている。また、米国財団協議会も、中国財

団センターと共同で、国際グラント・メイキングのトレーニング・プログラムを開
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始した。欧州については、中国・ヨーロッパ・フォーラムが、「財団の役割と責任」

分科会を立ち上げ、中国とヨーロッパの財団関係者の対話を進めている。今後、イ

ンドや他のアジア諸国における財団セクターが発展するに伴い、これらの国や地域

とも同様のプログラムが立ち上がることが期待される。

表１６ アジアの主要ナショナル・ネットワーク 

名称（ウェブサイト）

東アジア 
助成財団センター

東南アジア 

南アジア 

大洋州 

（４）個別分野のフィランソロピー・ネットワーク

米国や欧州では、グローバルな問題に関心を持って活動している助成団体が、それ

ぞれの活動分野ごとにネットワークを構築して情報交換を行うとともに、必要に応

じてパートナーシップを組んで共同プロジェクトを行ったり、アドボカシーを共同

で行ったりという形で、協働を進めている。このようなネットワークに参加するこ

とで、助成団体は、各分野における最新動向を把握し、また他団体が行っている革

新的な試みや成功事例を学び、それぞれの団体のグラント・メイキングの戦略性を

高めている。主なネットワークとしては、以下のものがある。
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表１７ 分野別フィランソロピー・ネットワーク

名称（ウェブサイト）

米国

’

欧州

’

２．グローバル・フィランソロピー・コミュニティの拡大

（１）家族財団やコミュニティ財団の国際助成プログラム開発支援

以上は、既に国際助成プログラムを持っている既存の助成団体のネットワーク形成

に向けた取り組みである。これに加え、現在、欧米諸国では、新たに国際助成プロ

グラムを開始しようという助成団体をサポートしたり、彼らを積極的にグローバ

ル・ネットワークに取り込んだりすることで、グローバル・フィランソロピー・コ

ミュニティ全体の強化を図ろうという動きが見られる。

                                                        
82 独自のウェブサイトを確認出来なかったためにリストに掲載しなかったが、European Foundation 
Center (2008) によると、このリストに掲載したもの以外にも、The European HIV/AIDS Funders Group、
The Disability Interest Group、The Diversity Interest Group、The Social Investment Group などのネット

ワークが活動しているとのことである。 
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82 独自のウェブサイトを確認出来なかったためにリストに掲載しなかったが、European Foundation 
Center (2008) によると、このリストに掲載したもの以外にも、The European HIV/AIDS Funders Group、
The Disability Interest Group、The Diversity Interest Group、The Social Investment Group などのネット

ワークが活動しているとのことである。 
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欧米諸国では、 年代以降、多くの独立財団が新たに設立された。これら新設財団

の中には、グローバルな課題の解決に向けたグラント・メイキングに取り組むもの
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このように、新設の独立財団やコミュニティ財団が新たな国際助成プログラムを開
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全米財団評議会のグローバル・フィランソロピー・プログラム

全米財団評議会は、会員団体向けサービスの一環として、国際助成プログラムの開

                                                        
83 この点に関連し、Paula D. Johnson & Stephen P. Johnson （2006）は、コミュニティ財団をグローバ

ル・フィランソロピーに積極的に取り込んでいくために、グローバル・フィランソロピー・ネットワー

クへの参加奨励や様々な基盤整備プロジェクトを提案している。 
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始・運営をサポートするグローバル・フィランソロピー・プログラム を行っている。

サービスの内容は、国際助成を行う際に留意すべき法的手続きに関するマニュアル

の提供、国際助成の立ち上げ・運営に関するマニュアルの提供、世界のフィランソ

ロピーの現状に関する情報提供、メンバー限定のオンライン・ディスカッション・

フォーラムへの参加、グローバル・グラント・メイキング・インスティチュートと

いう国際助成団体向けのトレーニング・ワークショップの開催等である。これら一

連のプログラムを通じて、米国の新設の独立財団やコミュニティ財団は、国際助成

に関する理解を深め、独自のプログラムを開発・展開することが出来るようになる

ことが期待されている。

国境なきグラント・メーカー

国境を越えたグラント・メイキングを行っている助成団体をサポートするためのネ

ットワーク。米国の団体を中心に、現在、約 の助成団体が加盟している。対象

となる国際助成プログラムは、主として開発途上国向けのものである。国境なきグ

ラント・メーカーの加盟団体は、年次総会に参加してネットワーキングを行う機会

を得ることが出来るほか、国境を越えたグラント・メイキングを行うに必要な会員

限定のリソースやワークショップ、コンサルティング・サービスにアクセスするこ

とが出来る。また、メンバーの要望に応じて、特定の課題を対象としたイシュー・

グループを立ち上げ、グループ内での情報交換や相互サポートなども可能である。

さらに、国境なきグラント・メーカーは、国際助成を行うにあたって障害となる法

的・制度的制約の緩和・撤廃のためのアドボカシー活動にも取り組んでおり、議会

への働きかけや政策提言などを行っている。

（２）地方やディアスポラ・フィランソロピーのネットワーク構築

国際助成プログラムの担い手は、ニューヨークやワシントンなどの大都市圏のみな

らず、地方レベルにも広がっている。こうした地方の助成団体は、どうしても、大

都市圏におけるナショナル・レベルでのネットワークへのアクセスの機会が限定さ

れてしまう。このため、米国では、地方レベルで国際助成団体ネットワークを設立

し、ネットワークを通じた情報共有と相互学習によって、国際助成団体を支援しよ

                                                        
84 詳細については、ウェブサイト参照：
http://www.cof.org/whoweserve/international/index.cfm?navItemNumber=14852  
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84 詳細については、ウェブサイト参照：
http://www.cof.org/whoweserve/international/index.cfm?navItemNumber=14852  
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うと言う動きも見られる。具体的には、例えば、以下のネットワークが活動してい

る。

表１９ 米国における地方レベルのフィランソロピー・ネットワーク

名称（ウェブサイト）

また、移民コミュニティが、本国向けのフィランソロピー・プログラムを展開する

際には、可能な限り同じエスニック・グループでネットワークを形成し、このネッ

トワークを通じて情報を共有した方が、よりインパクトの大きな支援を行うことが

出来る。米国では、このような移民コミュニティが本国向けに行うフィランソロピ

ー活動は、ディアスポラ・フィランソロピーと呼ばれ、近年、注目を集めている 。

これに伴い、現在、米国では、以下の通り、ディアスポラ・フィランソロピー促進

のためのネットワークも設立され始めている。

表２０ ディアスポラ・フィランソロピー・ネットワーク

名称（ウェブサイト）

なお、ディアスポラ・フィランソロピーについては、例えば、インド財団やブラジ

ル財団など、米国在住の移民コミュニティの寄附に基づいて本国の開発や貧困など

の問題に取り組む財団が立ち上がっている。また、 は、オンライン・プラ

ットフォームを通じて、米国の寄附を集め、これに基づいてアジアの非営利団体を

支援するというユニークな試みである。 への寄付者の多くは、アジア系ア

メリカ人であると推測されるため、これもディアスポラ・フィランソロピーの一形

態と見なしてよいだろう。第四章で紹介したハドソン研究所の調査では、国際開発

分野に流れ込む資金において、移住者による本国への海外送金がグローバル・フィ

                                                        
85 例えば、ハーバード大学のグローバルな公平性確保イニシャチブは、ディアスポラ・フィランソロ

ピーに関する研究書を複数公刊している。 
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ランソロピー以上に大きな比重を占めていた。移住者による本国への海外送金は、

基本的には家族や親族向けの送金が大部分を占めていると思われるが、今後、移民

コミュニティの経済的地位が向上するに伴い、より一般的なコミュニティの発展や

母国の問題解決のための寄附が増えていくことが予想される。特に、本国で大規模

な災害が起きた場合には、移民コミュニティの寄付活動が重要な役割を果たす。こ

こで紹介したネットワークやプラットフォームは、今後、ディアスポラ・フィラン

ソロピーの担い手として大きく発展していく可能性がある。

３．グローバル・フィランソロピーのインフラストラクチャー整備

以上、グローバル・フィランソロピーのネットワーク形成と強化、およびこうした

ネットワークへの家族財団、コミュニティ財団の取り込みについて見てきた。こう

した取り組みを通じて、グローバル・フィランソロピーの担い手の裾野は、確実に

広がってきていると言えるだろう。これは、引き続き推進していかなければならな

い。他方、グローバル・フィランソロピーがさらに拡大していくためには、その制

度的基盤が整備される必要がある。最後に、この点について見てみよう。

（１）全米財団評議会とテク・スープ・グローバルによる

米国の助成団体が、海外の団体に助成する際、最大の障害となっているのは、助成

を受ける団体が、米国の非営利団体と同等の非営利性を持っていることを確認しな

ければならない点である。現行の内国歳入庁の規定では、海外の団体が、米国の非

営利団体と同等の非営利性を持っていることを証明するためには、当該団体がその

国の政府から非営利団体であると認められているという証明書を用意するか、ある

いは弁護士の証明書を用意する必要がある。各国の非営利団体に関する法整備状況

が異なるという現状では、このような証明手続きは、米国の助成団体にも、海外の

助成を受ける団体にも大きな負担となり、国際助成を進める上での障害となってい

る。

全米財団評議会とテク・スープ・グローバルは、この問題を解決するために、

を立ち上げた。これは、従来、助成団体が個別に行ってきた非営

利確認手続きを が一元的に代行することで、助成団体が今まで確認のた

めに支払ってきたコストを下げるとともに、助成を受ける団体の手続き上の負担も

軽減しようと言うものである。具体的には、米国の助成団体が、海外のある団体に
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対する助成を決定した場合、従来であれば、一件ごとに ドルから 万ドルの経

費を法律事務所に支払って、非営利性に関する証明文書を作成していたのに対し、

を利用すれば、年会費と一件あたり千数百ドルの経費で証明文書の発行を

受けることが出来るようになる。助成を受ける団体も、従来であれば、助成団体か

ら助成を受ける度に証明文書作成手続きを行う必要があったのに対し、 を

経由すれば、手続きは一回で済むことになるため、事務負担が大幅に削減されるこ

とになる。

米国財団協議会とテク・スープ・グローバルは、このシステムの導入に向けて政

府・議会関係者に積極的なアドボカシー活動を展開してきた。既に、クリントン国

務長官は、 導入を支持することを表明しており、また、実用化に伴うシス

テムも完成している。現時点では、内国歳入庁と米国財務省は、この を

通じた非営利性証明手続きを認めるための改訂ガイドラインを提案しており、これ

が承認されれば、 は実用化されることになる。このシステムが実用化され

れば、米国の助成団体による国際助成手続きの経費と手続きが大幅に軽減されるた

め、国際助成が促進されることが期待される。

（２）欧州域内における国際助成促進に向けた取り組み

欧州域内における国際助成についても同様の問題がある。今まで述べてきたように、

欧州各国では、統一的な法は存在せず、また非営利団体に関する法制も異なる。こ

のような状況の下では、助成団体が国際助成を行う際に、様々な問題が生じうる。

例えば、 国所在の助成団体が、 国で資産を運用しており、その運用収入を 国の

団体に支援するというケースを考えてみよう。この場合、当該助成が、助成団体に

よる非営利団体への助成として課税対象とならないためには、どの国の法律を適用

すれば良いだろうか。あるいは、 国所在の個人が、 国で運用している資産を利用

して、 国に助成財団を設立する場合、これが非課税となるためにはどのような手続

きを経なければならないのだろうか。

現在のように、欧州域内で統一的な法が整備されていない状況では、こうした国境

を越えたフィランソロピー活動には、常に関係政府による恣意的な課税適用のリス

クが残る。これは、国境を越えたフィランソロピー活動の発展にとって大きな障害

となる。第二章で紹介したように、現在、欧州委員会は欧州財団法の制定に向けた

準備を進めており、これが導入されれば、助成団体の国際助成に関するリスクは大
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幅に低減することになるが、個人や企業の寄附については、引き続きリスクが残る。

これは、個人や企業が、国境を越えて財団や基金を設立する際も同様である。

このような問題意識を踏まえ、ベルギー所在のキング・ボードウィン財団は、ギビ

ング・イン・ヨーロッパというウェブサイトを立ち上げ、欧州域内における国境を

越えた寄附に関する税制上の留意事項や各国の寄附関連法制の情報をオンライン上

で提供している。助成団体や企業、個人は、国際的な寄附を行う際に、このサイト

をチェックすることで、関係する国の寄附関連法制を確認し、課税リスクを軽減す

ることが出来る。

同時に、キング・ボードウィン財団は、欧州各国の財団と協力して、

というプロジェクトも運営している。これは、欧州

域内の企業や個人が、国境を越えた寄附を行う場合、寄附控除を確実に受けること

が出来るよう、海外の団体に直接資金を送金するのではなく、自国内の 加盟団

体に資金を提供し、 ネットワークを通じてこの資金が対象となる海外団体に送金

されるシステムである。欧州財団法が制定されるまでは、この が、国境を越え

た送金で寄附控除を受けることが出来る最も確実な方法であると言えるだろう。

このように、欧米では、国際助成を含めたグローバル・フィランソロピーの促進に

向けて、様々な取り組みがなされている。上記以外にも、米国財団評議会や欧州財

団センターなどのネットワーク団体が、グローバル・フィランソロピーの促進に向

けて様々な調査、提言、アドボカシー活動や教育・啓蒙活動を行っている 。また、

国際非営利法センターは、グローバル・フィランソロピーを推進する上での法的障

害を調査し、その解決に向けた提言を行っている 。国際助成にコミットしている欧

米の主要助成財団も、こうした様々なプロジェクトへの支援を通じて、グローバ

ル・フィランソロピーの発展に努めている。助成財団は、単に国際助成を通じてグ

ローバルな課題解決に貢献するのみならず、このようなグローバル・フィランソロ

ピー促進に向けた基盤整備を行うことを通じて、国際社会に貢献していることを忘

れてはならないだろう。これは、国際的に活動している助成財団に求められている

最も重要な役割の一つである。

                                                        
86 米国財団評議会と欧州財団センターの協働事業の成果の一つが、「国際フィランソロピーのための

アカウンタビリティ諸原則」（Council on Foundations & European Foundation Centre (2007)）の設定で

ある。 
87 David Moore & Douglas Rutzen (2011)参照 
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第七章 結論

１．日本の助成財団を巡る環境の変化

（１）前章までのまとめ

以上、米国を中心にグローバル・フィランソロピーの展開と、これに対応した助成

財団の対応を見てきた。改めてポイントをまとめておこう。

 年代から 年代にかけ、米国では助成財団が大幅に発展した。欧州

でも国により事情が異なるが、全体としてはやはり助成財団の発展が見られ

る。他方、助成財団の助成金が非営利団体の総収入に占める割合は限定的で

あり、また、グローバル・フィランソロピー全体の資金の流れの中でも、一

般に考えられているほどその割合は大きくはない。このため、助成財団は、

従来から、グラント・メイキング戦略を向上させることで、助成インパクト

の拡大を図ってきている。この典型的な例が、ロジック・モデルに基づくグ

ラント・メイキング戦略の策定である。

 同時期、グローバル化の進展に伴い、グローバル・フィランソロピーも大き

く発展した。担い手も、国際助成を行っている助成財団のみならず、国際

、資金仲介団体、ドナー・アドバイズド・ファンド、オンライン寄附プラ

ットフォームなどの新たなプラットフォームが登場し、多様化が進んでいる。

また、マーケット・メカニズムを取り入れた社会的企業の発展に伴い、社会

的インパクト投資、クラウド・ファンディング、社会的証券取引所など、社

会的企業に対する新たな資金提供方法が発展しつつある。

 このような流れの中、助成財団は、グラント・メイキング戦略の更なる向上

のために、ヴェンチャー・フィランソロピー、触媒型フィランソロピー、共

同ファンディングなどの多様な支援形態を発展させつつある。また、社会的

企業や社会的インパクト投資との連携を強化するために、プログラム関連投

資、ミッション関連投資などの支援形態を発展させると共に、新たなセクタ

ーが発展していくためのエコ・システムの構築を支援している。さらに、助

成財団は、グローバル・フィランソロピー分野における活動を促進するため、

ネットワーク化、コミュニティ強化、インフラストラクチャー整備などに努
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めている。アジアにおいても、ナショナル・センター設立の動きやグローバ

ル・フィランソロピー・コミュニティ参加に向けた動きが加速しつつある。

（２）日本の助成財団を巡る環境の変化

では、同時期に日本では、助成財団とこれを巡る社会環境にどのような変化があっ

たのだろうか。また、日本の助成財団は、上に述べたような国際的な動向に対し、

どのように関わってきたのだろうか。助成財団を含めた日本の市民社会は、 年代

以降、劇的な変化を遂げてきている。この動きを要約することは、筆者の能力を超

えているが、あえて、本レポートに関連する助成財団とグローバル・フィランソロ

ピーの展開に関わる部分に限定して要約すると以下のようになるだろう 。

 年は、日本のフィランソロピー元年と呼ばれた。同年、企業メセナ協議

会が設立され、経団連 ％クラブが正式に発足している。また、助成財団の

設立数がピークに達した。しかし、その後、助成財団設立数は 年代から

年代を通じて減少の一途をたどっている。また、低金利の中、助成金総

額も 年をピークに減少に転じ、 年時点ではピーク時の半分近くと

なっている 。 年には公益法人制度改革三法が成立し、従来の財団法人

は 年までに新公益法人制度下の法人に移行することになった。新公益法

人制度は、主務官庁制・許可主義を廃止し、公益認定を第三者機関である公

益認定等委員会等の意見に基づくようにするなどのメリットがある反面、収

支相償原則や遊休財産保有制限など、基本財産の運用に基づいて助成を行う

助成財団にとって大きな制約となりうる制度が適用されたデメリットも大き

い 。また、公益目的事業の種類や内容の変更にあたっても行政庁の認定を

得なければならないという規定は、助成財団のグラント・メイキング戦略策

定の柔軟性を損ねる恐れがある。

 他方、助成財団以外の支援形態は多様に発展しつつある。 年に成立した

特定非営利活動促進法（ 法）は 法人の設立を可能にした。 法人を

                                                        
88 以下の記述に当たっては、雨森孝悦（2007）、日本ファンドレイジング協会編（2011）、同編

（2012）、田中弥生（2011）、信託協会（2012）などを参考にした。 
89 助成財団センター（2012） 
90 新公益法人制度の問題点については、例えば、入山映（2012）参照。なお、山内直人（2002）は、

日米の助成財団の資産運用の相違を分析し、「結局のところ、日本の財団の資産運用のパフォーマンス

が低下し、事業規模の縮小を余儀なくされたのは、ほとんど科学的な根拠を持たない不合理な資産運用

規制、それに拘束されたナイーブな運用スタンスと、未熟な運用技術によるものと考えられるだろう。」

と結論づけている。今後、日本の財団の資産運用を制度面・運用面から改善していくために参考となる

意見だと思われる。 
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支援するための資金源として、 法人、公益信託、任意団体など様々な法

人格を持った市民ファンドが生まれている。また、 など、様々なオ

ンライン寄附プラットフォームも立ち上がっている。この中には、コペルニ

クのように開発途上地域を革新的な技術や製品で支援するためのオンライ

ン・マーケット・プレイスを提供するというユニークなコンセプトを持った

プラットフォームも含まれる。 年にはヴェンチャー・フィランソロピー

を促進するためにソーシャル・ヴェンチャー・パートナーズ東京が活動を開

始した。 年には、日本における寄附文化を促進することを目的に日本フ

ァンドレイジング協会が発足し、日本で初の「寄附白書」の刊行を開始した。

年に民主党政権下で設置された「新しい公共」円卓会議では、社会的企

業の促進のための諸施策が議論された。さらに、 年の 法改正と税制

改正により、認定 法人の認定要件が緩和されると共に寄附税制が大幅に

拡充された。また、特定寄附信託制度が導入され、日本でも米国のプラン

ド・ギビングに類似した寄附が可能となった。さらに、社会的インパクト投

資の分野においても、例えば、大和証券がインパクト・インベストメント商

品の取り扱いを開始している。 年にはマイクロ・ファイナンスの促進を

目指してプラネットファイナンスジャパンが設立された。さらに、 年に

は、開発途上国向けの社会的インパクト投資を促進することを目的に が

設立され、 年にはソーシャル・インベストメント国際シンポジウムを開

催するなど、日本の社会的インパクト投資の発展に取り組んでいる。

 このように、日本においても、欧米諸国と同様に助成団体の多様化の動きや、

社会的インパクト投資のような「フィランソロピーのフロンティア」を発展

させようという動きが見られる。しかし、日本の助成財団は、国内の寄附制

度の発展には一定程度寄与してきているが、残念ながら、欧米の助成財団が

展開しているような「フィランソロピーのフロンティア」領域への関与やグ

ローバル・フィランソロピー促進に向けた取り組みに関しては、極めて限定

的であったと言わざるを得ないだろう。実際、近年、国際社会で形成されつ

つあるグローバル・フィランソロピー・コミュニティやネットワークにおけ

る日本の助成財団のプレゼンスは皆無に等しい。
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２．日本の助成財団に求められているもの

日本は、世界第三位の経済大国である。近年の円高により、日本企業は生産拠点の

海外移転を進めており、今や、日本企業の多くはグローバル企業となりつつある。

また、失われた 年と言われる日本経済であるが、例えば、高額資産家（

）数は米国に次いで第二位であり、 年から 年にかけて

その数は ％増加している 。このような国際社会における日本経済のプレゼンス

と富の蓄積を考慮すると、日本のフィランソロピーはまだまだ発展の余地があると

思われる。また、そこにおいて日本の助成財団も重要な役割を果たすことが可能だ

ろう。

では、国際社会におけるフィランソロピーの発展に呼応する形で、日本のフィラン

ソロピーを発展させ、さらにこれをグローバル・フィランソロピーの展開とリンク

させていくためには何が求められているのだろうか。また、そのために助成財団に

は何が求められているのだろうか。

（１）政府・企業や他の助成団体から見た助成財団の比較優位性

このことを考える上で、まず助成財団の特徴について改めて考えてみよう。助成財

団の特徴は、（１）民間・非営利団体である、（２）助成事業を主な支援方法とし

ている、（３）独自の基本財産を有し、その運用収入を基本として事業を展開して

いる、という 点に要約できる。これは、助成財団以外の助成団体が持っていない、

助成財団の独自の特徴である。これを整理すると以下のようになるだろう。

民間・非営利 助成事業 基本財産

助成財団 ○ ○ ○

政府機関助成プログラム × ○ △

企業社会貢献プログラム × ○ △

その他（ 、公益信託等） ○ ○ △

政府や独立行政法人が行っている助成プログラムの中には基本財産を持っているも

のもあるが、一般には政府の毎年の交付金により運営されているものが大半である。

                                                        
91 Capgemini & RBC Wealth Management (2012) 
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２．日本の助成財団に求められているもの
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また、政府は民間団体ではない。企業社会貢献プログラムは、企業財団を除けば、

基本的に企業からの毎年の寄附金で運営されている。また、企業は非営利団体では

なく営利団体である。 は、通常、基本財産の運用収入ではなく一般からの寄附を

原資に助成事業を行っている。また、公益信託は個人からの財産の信託を受けて助

成事業を行っているが、助成財団と異なり、財産の処分をもって信託は終了する。

この意味において、その他の助成団体の資金源は、助成財団の基本財産に比べると

安定性に欠けると言えるだろう。また、助成財団は独立した団体として専従スタッ

フを持つが、公益信託は一般には信託銀行などが運営しており、助成財団のような

専門性を持ったスタッフが運営しているわけではないという点でも異なる。

このような基本的特徴は、助成財団にどのようなメリットをもたらすのだろうか。

民間・非営利団体であることは、ステーク・ホルダーへの配慮の点で、政府や企業

よりも自由に活動できることを意味する。政府の活動は、基本的に税金で賄われて

いるため、納税者と有権者の意向を尊重する必要がある。このため、どうしても公

平性を重視し、少数者よりは多数の利益を尊重する必要がある。また、革新的な取

り組みを行うリスクを回避する傾向は否定できない。さらに、予算の単年度主義は、

中長期的な視野に基づく計画策定の妨げとなる。企業も、株主などの投資家や従業

員、消費者などのステーク・ホルダーに配慮する必要がある。投資家への配当や従

業員の給与、あるいは商品の価格とのバランスという制約の中で、社会貢献活動を

行わなければならない。これに対し、民間・非営利である助成財団は、一定の公益

要件を満たし、理事会の承認を得ていれば、自己のミッションに基づき、自由に活

動することが出来る。この枠内であれば、リスクを負って革新的な取り組みを行う

ことも可能である。また、基本財産を持ち安定的な収入を確保していることは、一

般からの寄附や信託財産に基づいて事業を行うその他の助成団体に比べ、より中長

期的な観点から戦略的に事業を行うことが出来ることを意味する。その他の助成団

体は、一般からの寄附に依存している以上、寄附者の意向を尊重せざるを得ない。

寄附者が関心を持たない分野でその他の助成団体が事業を行うことは出来ない。こ

の意味において、その他の助成団体の活動は、「寄附マーケット」の動向の制約を

受ける。これに対し、助成財団は、寄附者が現在は関心を持っていない分野であっ

ても、独自に事業を展開することが可能である。

このように、助成財団は、そのユニークな特徴により、その他の助成団体や政府・

企業と異なる独自の事業展開が可能である。それは、例えば、リスクを負った革新
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的な手法の開発であったり、まだ一般には認知されていない新たな公益分野の創造

であったり、あるいは公益的な活動を促進するための基盤整備であったりするだろ

う。その具体的な内容は、それぞれの助成財団のミッションとリソースに応じて多

様でありうるが、このような革新性、新たな価値の創造、基盤整備などに積極的に

取り組むことが出来るという特徴は助成財団に共通していると思われる。

（２）社会的インパクト投資等から見た助成財団の比較優位性

では、助成財団と、現在、新たに発展しつつあるマーケット・メカニズムを取り入

れた新たなアクターとの相違は何だろうか。社会的インパクト投資団体や社会的企

業は、公益的な目的の実現を目指しているが、ビジネスの手法を取り入れ、営利団

体として活動している。マーケット・メカニズムを利用することで、効率性を向上

させることが出来、また営利であることで非営利団体とは比べものにならない規模

の資金を投資という形で調達することが出来る。これは、社会的企業や社会的イン

パクト投資に、迅速なスケール・アップと持続可能性をもたらす。この点に、助成

財団のグラント・メイキングとは異なる新たなアクターの比較優位が存在する。し

かし、公益的な分野には、どうしてもマーケット・メカニズムを適用することが出

来ない分野は確実に存在する。例えば、安全保障分野、国際交流、人権、文化・芸

術、基礎研究などを考えてみると、マーケット・メカニズムを導入することの困難

さが理解できるだろう。このような分野においては、社会的インパクト投資や社会

的企業の参入は難しく、助成財団が比較優位を有することは言うまでもない。

しかし、それ以上に重要なことは、社会的企業にせよ社会的インパクト投資にせよ、

個々のアクターの努力だけではマーケットそのものを創設することが出来ない、と

いう点である。第五章で紹介したように、ロックフェラー財団は、社会的インパク

ト投資が拡大するためのエコ・システムの整備に大きく貢献してきた。逆に言えば、

ロックフェラー財団の努力なしには、社会的インパクト投資がここまで拡大するこ

とは不可能であった。社会的インパクト投資のマーケットが成立するためには、民

間投資家が参入することが不可欠であり、彼らの参入のためには社会的インパクト

投資に関わる取引費用を下げる必要がある。取引費用を下げるためには、社会的イ

ンパクト投資を行うに当たってのレーティングやレポーティング・システムの開発、

中間団体の設立、初期投資など、マーケットを成立させるための様々なインフラ整

備が必要であるが、これに要する費用を社会的インパクト投資団体自体が負担する
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ことは出来ない。このような状況においては、ロックフェラー財団のように、リス

クを恐れず、社会的インパクト投資マーケットを拡大するために中長期的な戦略に

基づいて基盤整備にコミットする存在が不可欠なのである。政府機関がインフラ整

備に参加するのは、あくまでも民間助成財団の努力を通じて社会的インパクト投資

マーケットの成立の可能性が明確になり、また一般に対する理解が浸透して、参入

リスクが低下した後でしかない。パイオニア的にリスクを取って革新的な取り組み

を行うのは、民間助成財団以外に存在しない。

このように、政府、企業、他の助成団体、あるいは社会的インパクト投資団体のよ

うな多様なアクターが活動を発展させても、助成財団の活動の意義は失われること

はない。むしろ、助成財団が、このような他のアクターとの比較優位を明確に認識

し、自己のメリットを最大限に活かしつつ、他のアクターとの連携を強化していけ

ば、助成財団の活動には、まだまだ豊かな可能性が残されているのである。

（３）日本の助成財団に求められているもの

では、日本のフィランソロピーの発展と、グローバル・フィランソロピーとの連携

を進めていくために、日本の助成財団には何が求められているだろうか。日本の助

成財団を巡る環境は厳しく、なかなか前向きな議論をすることは難しいが、このよ

うな状況の中でも、すでに、人材育成、プログラム・オフィサー制度の確立、経営

の革新など、様々な提案がなされてきている 。本レポートでは、こうした議論を踏

まえた上で、以下の点を追加しておきたい。

グラント・メイキングの戦略性向上

第一章で述べたとおり、欧米の助成財団は、ミッション達成のためのツールとして

グラント・メイキングを位置づけている。そこで重要となるのは、グラントを通じ

たインパクトの最大化であり、新たな社会的価値の創造である。この基本的な発想

が、欧米助成財団のダイナミズムを支えていると言っても過言ではない。日本の助

成財団にまず求められるのは、このような、「助成」から欧米型「グラント・メイ

キング」への発想の転換である。

                                                        
92 プログラム・オフィサー制度 については GAP(1996)や、牧田東一編（2007）等を参照。また、日本

の助成財団の経営イノベーションについては、助成財団センター編（2007）において、今田忠が「専

門性」「顧客志向」「ガバナンス」「情報公開・アカウンタビリティ・評価」の強化が必要だという議

論を展開しており、参考になる。 
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その上で、日本の助成財団にも、グラント・メイキングの戦略性の向上が求められ

る。低金利の中、事業予算が減少しているからこそ、対象事業分野を絞り、明確な

戦略に基づいて、グラント・メイキングのインパクトの最大化を目指さなければな

らない。このためには、日本の助成財団における戦略計画策定の普及・制度化を進

める必要がある。では、具体的な方策として、どのようなものが考えられるだろう

か。例えば、大型の助成財団が欧米のグラント・メイキング戦略策定事例を調査し、

独自の戦略計画モデルをまとめた上で、ウェブサイト等を通じて広く公開するとい

う方法が考えられる。必要に応じて海外から専門家を招いてワークショップを開催

したり、基本文献を翻訳したりすることも必要だろう。また、このような戦略的な

グラント・メイキングを担う人材育成やキャパシティ・ビルディングを目的とした、

助成財団間のネットワーク形成も不可欠である。さらに、それぞれの領域における

ベスト・プラクティス共有のためのインフォーメーション・クリアリング・ハウス

の設立なども検討される必要があるだろう。こうした一連の取り組みを進めるため

には、例えば、米国財団協議会、米国助成財団センター、欧州財団センターなど、

欧米のインター・メディアリー団体の事例が参考になるだろう。

なお、助成財団の戦略性向上において、最も重要な点は、他のアクターとの差別化

を図ることである。助成財団が、例えば、政府機関と同じ分野で類似の事業を行っ

たり、あるいは政府機関が予算不足で撤退した分野を補填する形で事業を行ったり

することは、仮にそれが公益性の高い事業であったとしても、民間助成財団を政府

の外郭団体や下請け団体にするに等しい。民間助成財団ならではの先進性、革新性、

独自性を追求するべきである。

他の助成団体や政府・企業との連携強化

米国の触媒型フィランソロピーというコンセプトは、助成財団が持つ特性を活かし

つつ、セクターを超えた協働を組織することを通じて活動インパクトの最大化を図

る試みとして注目される。日本においても、助成財団以外に、企業の社会貢献プロ

グラム、 や公益信託による様々な市民ファンドやオンライン寄附プラットフォー

ム、あるいはヴェンチャー・フィランソロピーの担い手として登場したソーシャ

ル・ヴェンチャー・パートナーズ東京など、多様な支援団体が活動を展開している。

こうした他の助成団体や政府・企業との連携を強化し、ある場合には協働し、ある

場合には明確な役割分担に基づいて独自事業を展開することは、日本のフィランソ
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場合には明確な役割分担に基づいて独自事業を展開することは、日本のフィランソ
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ロピー全体の発展のために有益である。その際、助成財団は、「幹事役となる調整

団体」を積極的にサポートしたり、ある場合には、自らその機能を引き受けて協働

を組織したりすることを通じて、触媒型フィランソロピーの革新的な役割を果たす

ことが求められる。
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共有していくことが、セクターを超えた協働の基礎となる。その上で、共同ファン

ディングや集合的インパクトを目指した協働体制の構築などを行うことが求められ

る。

なお、国際助成の分野では、海外に進出し、現地で独自に社会貢献活動を展開して

いる日本企業との連携を強化することも一案だろう。現地コミュニティのニーズに

応じて独自の社会貢献プログラムを開発したい日本企業にとって、国際助成プログ

ラムの専門性と経験の蓄積を持った日本の助成団体との協働は、自身の社会貢献活

動との相乗効果を高めると言う点で、十分に魅力的なオプションとなると思われる 。

マーケット・メカニズムを取り入れた新たなアクターとの連携強化及び支援

「フィランソロピーのフロンティア」を開拓しつつある社会的インパクト投資やク

ラウド・ファンディングなどの新たなアクターは、日本のフィランソロピーの拡大

に大きく貢献することが期待される。日本においても、社会的インパクト投資を推

進する やマイクロ・ファイナンスの促進を目指すプラネットファイナンスジャ

パンなどの組織が活動を始めた。日本の助成財団が、こうした団体を支援すると共

に、ロックフェラー財団が国際的に展開しているようなエコ・システムの構築に向

けた事業を日本国内で展開することが求められる。また、こうした新たなアクター

への支援形態として、ミッション関連投資の拡大を検討する必要もあるだろう。日

本においても、社会的インパクト投資に民間資金が流れ込むようになるまでには、

                                                        
93 日系企業の海外における社会貢献活動を推進している経団連関連団体、公益社団法人企業市民協議

会は、このような観点から、財団・NGO などの民間非営利セクターとのネットワーク形成を進めてい

る。なお、日系企業の海外における社会貢献活動の現状については、国際交流基金が、米国、メキシコ、

中国、韓国、インド、タイ、マレーシア、ベトナム、英仏独における調査報告をウェブサイト

（http://www.jpf.go.jp/j/publish/others/index.html）上で公開しており、参考になる。 
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まだしばらく時間が必要である。それまでの間、先駆的な「投資家」として助成財

団が基本財産の運用先に社会的インパクト投資機関を組み込むことは、助成財団の

支援形態の幅を広げると共に、社会的インパクト投資セクターの拡大に寄与するこ

とになる。さらに、日本においても、社会的証券取引所のような、民間資金を

や社会的企業の活動に振り向けるような制度形成に向けて、助成財団が積極的なイ

ニシャチブを発揮することが求められる。

グローバル・フィランソロピーへの積極的参加と基盤整備

前章で紹介したように、欧米の助成財団は、グローバル・フィランソロピー分野で

のネットワーク強化、コミュニティ形成を積極的に進めている。その流れは、アジ

ア太平洋地域においても確実に進行している。他方、日本の助成財団のプレゼンス

は、残念ながら極めて低いと言わざるを得ない。世界第三位の経済大国日本が、グ

ローバル・フィランソロピーの分野でほとんどプレゼンスを示していない状況は改

善される必要がある。このためには、まず、日本の助成財団が、積極的に、グロー

バル・フィランソロピー・ネットワークに参加していくことが求められる。このよ

うなネットワークに参加することは、国際的なフィランソロピーの動向に触れ、

様々な新たなアプローチや支援手法を学ぶ絶好の機会となるだろう。まずは、国際

助成プログラムを持っている日本の助成財団が、ネットワークに参加することが不

可欠である。

その上で、こうしたネットワークへの参加を通じて得られた知見を助成財団が国内

に還元したり、あるいは、国際的な助成活動を行っている他の助成団体がグローバ

ル・フィランソロピー・ネットワークに参加することを支援したりすることが求め

られる。また、米国を中心に発展を遂げている多様なグローバル・フィランソロピ

ーの寄附プラットフォームを助成財団が積極的に日本に導入し、さらにその発展を

支援していけば、日本のグローバル・フィランソロピーの拡大に大きく寄与するこ

とになるだろう。

３．国際社会における日本の地位向上を目指して

現在、日本は大きな転換期を迎えている。少子高齢化が進行し、経済は、「失われ

た 年」を経ても、なおデフレから脱却できずにいる。政府が抱える公債残高は平
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成 年度末で 兆円に達することが見込まれる 。これは、対 比で ％

にのぼり、債務危機に陥ったギリシャやイタリアよりも高く、主要先進国中、最悪

の水準にある。国際社会に目を転じても、かつて米国に次いで世界第二位の実績を

誇った政府開発援助実績は、 年度第五位で、前年比 ％減という状態である 。

こうした中、国内の諸問題の解決に取り組み、国際社会におけるプレゼンスを維

持・拡大していくためには、政府や企業のみならず、助成財団や を軸とする市

民社会の強化が不可欠である。ジョセフ・ナイが「ソフト・パワー」論で展開して

いるように、非営利セクターの海外における活動は、外交交渉力や文化発信力など

と共に、「ソフト・パワー」を構成する重要な要素となる 。今まで見てきたように、

この 年間、日本の市民社会は確実に発展してきている。仮に、日本の市民社会が、

日本発のグローバル・フィランソロピーを国際社会に向けて強力に発信していけば、

それは、日本の新たなソフト・パワーとして、国際社会における日本のプレゼンス

の向上に寄与することだろう。それはまた、日本が経済力に応じた国際社会への貢

献を果たすことも意味する。このためには、日本の助成財団が、グローバル・フィ

ランソロピー・プラットフォームを更に発展させ、また他の助成団体と手を携えて

グローバル・フィランソロピー・ネットワークに参加していく必要がある。この鍵

を握るのが、日本の助成財団の戦略的なグラント・メイキングなのである。日本の

助成財団が、本レポートで紹介したような欧米の助成財団の多様な試みを取り入れ、

日本のグローバル・フィランソロピー強化のために変革を進めていくことが、まさ

に今、求められていると言えるだろう。

                                                        
94 財務省「日本の財政関係資料（平成 24 年度版）」
http://www.mof.go.jp/budget/fiscal_condition/related_data/sy014_2409.pdf  
95 外務省ウェブサイト「2011 年における DAC 諸国の政府開発援助(ODA)実績」

（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/jisseki/souron/2011_dac.html） 
96 ジョセフ・S・ナイ（2004） 
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